
（平成２２年６月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 37 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 25 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 32 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 23 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 3345 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年 10 月から同年 12 月までの期間の付加保険料及び 55

年１月から同年３月までの期間の付加保険料を含む国民年金保険料ついて

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 51 年 10 月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 55 年１月から同年３月まで 

          将来の生活設計のため、昭和 50 年９月１日に国民年金に任意加入後

は、61 年３月まで国民年金保険料と付加保険料を納付してきたはずで

ある。申立期間①は付加保険料が未納となっていることに、申立期間②

は付加保険料と国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、昭和 50 年９月１日に任意加入後は、61 年３月まで国民年金

保険料と付加保険料を納付してきたはずであるとしているところ、申立期

間は納付可能な期間であり、申立期間①及び②の前後は住所の移動が無く、

経済的にも安定しており、申立人が、それぞれ３か月と短期間である申立

期間の付加保険料及び付加保険料を含む国民年金保険料を納付できなかっ

た特段の事情は見当たらない。 

また、申立人は、昭和 50 年９月１日に任意加入後、申立期間①及び②

を除き国民年金保険料と付加保険料を 61 年４月に第３号被保険者となる

まで申立期間を除きすべて納付していること、移転時の国民年金に係る住

所変更手続を適切に行っていることから、国民年金保険料の納付意識が高

かったものと考えられる。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 51 年 10

月から同年 12 月までの期間の付加保険料及び 55 年１月から同年３月まで

の期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3347 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年１月から同年３月まで 

昭和 52 年６月から 54 年 12 月までの期間は、納付書か口座振替で納

付したはずである。申立期間の保険料が未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料について、納付書か口座振替で納付したと

しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 52 年８月ごろに

払い出されており、申立期間の前後の期間は納付済みとなっている上、申

立人が、３か月と短期間である申立期間の国民年金保険料を納付できなか

った特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3348 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年７月及び同年８月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年７月及び同年８月 

平成５年６月に会社を退職後、妻が、Ａ区役所Ｂ支所（現在は、Ｃ区

役所）において国民年金への加入手続をしてくれた。同年８月に就職が

決まったため、まだ納付していなかった５年７月及び同年８月の夫婦二

人分の国民年金保険料を妻が納付してくれた。妻の納付記録が納付済み

となっているのに私の記録が国民年金に未加入となっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成５年６月に会社を退職後、申立人の妻が、Ａ区役所Ｂ支

所において国民年金への加入手続をし、その後申立期間の夫婦二人分の国

民年金保険料を納付したとしているところ、申立期間の直前の期間が第３

号被保険者期間であったその妻の申立期間における納付記録は、第１号被

保険者として納付済みとなっており、その妻は国民年金の種別変更手続を

適切に行ったと考えられ、申立人の国民年金への加入手続及び保険料の納

付を行わなかったとは考え難い。 

また、申立人が、２か月と短期間である申立期間の国民年金保険料を納

付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3349 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年 12 月から 47 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年 12 月から 47 年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 45 年ころ、当時国民年金に加入していた母が、

Ａ市役所で私の国民年金の加入手続を行い、母と父と私を含めた３人分

の保険料を一緒に母が市役所かＢ郵便局のいずれかの窓口で納付してい

たはずである。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当時同居していた申立人の母が国民年金の加入手続及びその

保険料納付をしてくれたはずであるとしているところ、申立人の国民年金

手帳記号番号は昭和 47 年４月ころに払い出され、その時点では申立期間

は過年度納付が可能である上、申立期間の保険料を一緒に納付したとする

申立人の母及び父の保険料は納付済みであるにもかかわらず、申立人の保

険料のみが未納となっているのは不自然である。   

また、申立人は、申立期間以降の保険料はすべて納付済みであることか

ら、納付意欲が高かったことがうかがえ、16 か月と比較的短期間である

申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3352 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、妻が夫婦二人分と当時同居していた義

弟の分とを一緒にＡ市から委託された集金人に納付したはずである。申

立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その妻が夫婦二人分と

当時同居していた申立人の義弟の分とを一緒にＡ市から委託された集金人

に納付したはずであると主張しているところ、申立人は昭和 38 年５月 31

日付けで 4,200 円をＡ市収入役が領収した旨の領収証書を所持している。

当該領収額が当時同居していた家族３人の１年分の国民年金保険料に該当

していることから、当該領収証書は、申立人を含む家族３人分の過去１年

分の保険料をさかのぼって納付した際に発行されたものと考えられ、申立

期間である昭和 36 年度の保険料を納付した領収証書とは断言できないも

のの、その時点で納付可能な申立期間の保険料を未納のままとするのは不

自然である。 

   また、申立人が、12 か月と短期間である申立期間の国民年金保険料を

納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3353 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年７月から 51 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年７月から 51 年 12 月まで 

    夫が会社を辞めることになったので国民年金への切替えの手続をする

ためにＡ区役所に行き、そこで、国民年金保険料を納付していない期間

があるということを聞いた。さかのぼって納付すれば加入記録を回復で

きると言われたので、言われたとおりの金額を納付した。申立期間につ

いて未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、第３回特例納付の実施期間内である

昭和 54 年１月から同年３月までの期間に払い出されており、申立人提出

の領収証書によると、申立期間直後の 52 年１月から 53 年３月までの期間

の国民年金保険料を第３回特例納付の実施期間内である 54 年５月 16 日に

過年度納付している。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を第３回特例納付によって納

付したと仮定した場合、第３回特例納付の実施状況からみて、申立人が主

張する納付場所及び納付金額については、整合的でないとは判断できない。 

   さらに、申立人は、申立期間以降において、国民年金保険料をすべて納

付しており、未納期間は無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3354 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 38 年８月までの期間、

49 年 10 月から 50 年３月までの期間及び同年７月から同年 12 月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和８年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 36 年４月から 42 年３月まで 

② 昭和 49 年 10 月から 50 年３月まで 

③ 昭和 50 年７月から同年 12 月まで 

    昭和 50 年ころから 53 年ころまでの間に、私の国民年金保険料と夫の

保険料を併せて一括納付したので、申立期間の保険料について納付記録

が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②及び③について、申立人が昭和 54 年から平成６年まで居住

していたＡ町の国民年金被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳により、

申立人が、昭和 55 年６月 28 日（申立人の夫と同日）に、42 年４月から

49 年９月までの国民年金保険料を特例納付したことが確認できるが、特

例納付する時点で申立期間②及び③も保険料を納付することが可能であっ

たこと、両申立期間の直前及び直後は納付済期間となっていること、並び

に国民年金手帳記号番号が連番で払い出され、申立人が併せて保険料を納

付したと主張する申立人の夫は、申立期間②について、申立人が 42 年４

月から 49 年９月までの期間の国民年金保険料を特例納付した日と同日に

特例納付していることから、申立人が両申立期間の直前の保険料を納付し、

両申立期間の保険料を納付しないのは不自然である。 

また、申立人は、申立人の夫の国民年金保険料と併せて保険料を一括納

付したとしており、Ａ町の国民年金被保険者名簿及び国民年金被保険者台

帳によれば、申立人の夫は、申立期間②を含む昭和 42 年４月から 50 年３



                      

  

月までの保険料について、55 年６月 28 日に特例納付済みである。 

さらに、Ａ町の「国民年金被保険者資格記録状況」では、申立期間②及

び③の間の昭和 50 年４月から同年６月までの保険料納付記録があり、申

立期間③直後の 51 年１月から同年３月までの保険料納付記録が無いが、

申立人がＡ町の前に居住していたＢ市の国民年金被保険者名簿及び国民年

金被保険者台帳では、50 年４月から同年６月までの保険料納付記録が無

く、51 年１月から同年３月までを含む同年１月から 52 年３月までの保険

料が過年度納付済みになっており、行政機関側の記録管理に齟齬
そ ご

が見られ

る。 

一方、申立期間①について、申立人が保険料を併せて納付したとする申

立人の夫は、厚生年金保険加入期間以外の期間は未加入又は未納であり、

申立人の夫が厚生年金保険に加入していた昭和 40 年５月から同年７月ま

では、申立人は、国民年金の任意加入期間であったと推認でき、特例納付

の対象ではなかったと考えられる上、保険料納付をうかがわせる事情も見

当たらない。 

加えて、申立人は、第３回特例納付の実施期間である昭和 55 年６月 28

日に、42 年４月から 49 年９月までの合計 90 か月分の保険料を特例納付

していることが確認できるところ、当該期間のうち 46 年 11 月から 49 年

３月までの 29 か月間は厚生年金保険被保険者期間であるとして、平成６

年７月に保険料を還付されているが、当該期間は、申立人は、厚生年金保

険被保険者であることを踏まえると、特例納付した 90 か月分のうち 29 か

月分の保険料は、申立期間①のうち、本来、国民年金の強制加入期間であ

る昭和 36 年４月から 38 年８月までの保険料として納付したものと考える

のが相当である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 36 年４月から 38 年８月までの期間、49 年 10 月から 50 年３月まで

の期間及び同年７月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料を納付し

ていたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3356 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和54年４月から同年６月までの付加保険料を含む国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年４月から同年６月まで 

    会社を退職後、私の母親が、Ａ市役所で国民年金と国民健康保険の加

入手続を行い、国民年金保険料と付加保険料を納付してくれたと母親か

ら聞いていた。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社退職後に、申立人の母親がＡ市役所で国民年金の加入手

続を行い、付加保険料を含む保険料を納付していたと申し立てているとこ

ろ、申立人のＡ市国民年金被保険者台帳には、申立人が昭和 53 年９月１

日に国民年金の被保険者資格を取得し 54 年６月 30 日に付加年金の申出を

行った記録、及び同年７月７日に 53 年９月から 54 年３月までの期間の付

加保険料を含む国民年金保険料を過年度収納している記録が確認できる。 

このことから、Ａ市では、制度上認められていない付加年金保険料の

遡及
そきゅう

収納を実施していたと推認され、行政側の事務手続に不適切な取扱い

があったことがうかがわれる。 

   また、申立期間のうちオンライン記録では未納とされている昭和 54 年

６月分が、申立人のＡ市国民年金検認記録では付加納付済みとされている

ことから、行政側の記録管理にも不備が見られる。 

さらに、申立人は、申立期間以外に未納が無く、付加保険料を納付する

など保険料の納付意識は高かったと認められる上、３か月と短期間である

申立期間の国民年金保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加

保険料を含む国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3359 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年１月から同年 12 月までの期間及

び平成元年４月から３年３月までの期間の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61 年８月から 62 年 12 月まで 

② 平成元年４月から３年３月まで 

昭和 56 年に亡くなった父の遺産整理をしていたころ、私は納付して

いなかった国民健康保険料をＡ区役所のＢ所（現在は、Ｃ所）に納付し

に行った。その際に国民年金についての話があり、国民年金保険料につ

いては、２年前までさかのぼって納付できることも知った。その後 20

歳代前半のころに国民年金に加入した。申立期間①についての保険料は、

納付の時点でさかのぼることができる 61 年＊月からの分を、申立期間

②についての保険料は、一括で 15 万円から 20 万円くらいを、同区役所

又は金融機関で納付したと記憶している。その後も多額の保険料を納付

したのだからと未納が無いように気をつけており、Ｄ市に転居した際に

も、Ｄ市役所において２度国民年金の記録を確認し、未納は無いと言わ

れた。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、国民年金保険料をさかのぼって納付

したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は平成元年４月

に払い出されており、払出時点からすると昭和 62 年１月までさかのぼ

って納付することが可能である上、申立人が 62 年１月から同年 12 月ま

での 12 か月間と短期間である保険料を納付できなかった特段の事情は

見当たらない。 

   



                      

  

 

２ 申立期間②の保険料について、申立人は、一括で 15 万円から 20 万円

くらい納付したとしているところ、申立人のオンライン記録では申立期

間②は未加入期間となっているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、

平成元年４月に払い出されており、そのころに申立人が加入手続を行っ

たと推測できるにもかかわらず、その加入手続直後から未加入であるこ

とには、不自然さがうかがえる。 

また、同オンライン記録より、昭和 63 年１月から同年４月までの保

険料を平成２年２月 27 日に収納していることが確認できることから、

その収納日が含まれている期間が未加入であることについても、不自然

さがうかがえる。 

さらに、申立期間②の保険料額は申立人が申述する保険料額におおむ

ね一致する上、24 か月間と比較的短期間である保険料を納付できなか

った特段の事情は見当たらない。 

   

３ 一方、申立期間①のうち、昭和 61 年＊月から同年 12 月までについて

は、申立人の国民年金手帳記号番号が平成元年４月に払い出されている

ことから、払出時点からすると、当該期間は時効により納付することが

できない期間である上、別の手帳記号番号が払い出された形跡もうかが

われない。 

  また、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４  その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 62 年１月から同年 12 月までの期間及び平成元年４月から３年

３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3360 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年４月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から 50 年３月まで 

私は会社を退職した昭和 49 年４月ころ、国民年金の受給資格を満た

すため、国民年金の加入手続をＡ市役所で行った。保険料の納付につい

ては、同市役所又は金融機関において、１年分をまとめて納付すると保

険料が割り引きされることもあり、まとめて納付していたが、ねんきん

特別便にて申立期間が未納であることを知った。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年４月ころ国民年金の加入手続を行い、保険料をま

とめて納付していたとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、

当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、50 年７月ころに払い

出されていることが推測でき、払出時点からすると、申立期間は保険料の

納付が可能な期間である。 

また、申立人は、１か月の国民年金の未加入期間を除き、申立期間以外

に保険料の未納は無く、納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立人が 12 か月間と短期間である申立期間の国民年金保険料

を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3361 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年４月から９年２月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月から９年２月まで 

申立期間の国民年金については、母親がＡ市役所Ｂ支所で学生免除申

請を行ってくれたはずであり、申立期間が未納となっていることに納得

できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立人の母親がＡ市役所Ｂ支所で学生免除申請を行ってくれ

たはずであるとしているところ、その母親は、免除申請をした場所や当時

の状況などを正確に記憶している。  

また、申立期間の前後は免除が認められており、申立人の母が申立期間

の免除申請を忘れたとするのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の申立期間の国民年

金保険料は免除されていたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3362 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10 年 12 月から 11 年３月までの国民年金保険料について

は、免除されていたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年 12 月から 11 年３月まで 

申立期間の国民年金については、母親がＡ市役所Ｂ支所で学生免除申

請を行ってくれたはずであり、申立期間が未納となっていることに納得

できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立人の母親がＡ市役所Ｂ支所で学生免除申請を行ってくれ

たはずであるとしているところ、その母親は、免除申請をした場所や当時

の状況などを正確に記憶している。  

また、申立人の母親は、申立人の兄の免除申請も行っており、申立期間

に対応する申立人の兄の納付記録は申請免除となっている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の申立期間の国民年

金保険料は免除されていたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3590 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認められることから、申立人の申立期間①に係るＡ株式

会社Ｂ支社における資格喪失日及び同社Ｃ工場における資格取得日を昭和

38 年８月１日に、申立期間②に係るＣ工場の資格喪失日を 40 年４月１日

に訂正することが必要である。 

また、申立期間①に係る標準報酬月額については、昭和 38 年１月から

同年７月までの期間を２万 4,000 円に、同年８月から同年 12 月までの期

間を２万 8,000 円に、申立期間②に係る標準報酬月額については、40 年

３月を３万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 38 年１月１日から 39 年１月１日まで 

             ② 昭和 40 年３月 20 日から同年４月１日まで 

    昭和 32 年９月 17 日に、18 歳でＡ株式会社に入社して以来、転勤は

あったものの、同社及び関連会社に勤務し、平成２年 10 月１日に資格

を喪失するまで継続して働いていた。社会保険庁（当時）の記録では、

昭和 38 年１月１日から 39 年１月１日までの期間及び 40 年３月 20 日か

ら同年４月１日までの期間について厚生年金保険の被保険者期間として

の記録が無いとのことだが、間違いなく継続して勤めていたので、厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  雇用保険の加入記録、厚生年金基金の加入者台帳の記録及び事業主の供

述から判断すると、申立人がＡ株式会社に継続して勤務し（昭和 38 年８



                      

  

月１日に同社Ｂ支社から同社Ｃ工場に異動、40 年４月１日に同社Ｃ工場

から同社Ｄ営業所に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①に係る標準報酬月額については、申立人の昭和 37 年

12 月のＡ株式会社Ｂ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記

録から、38 年１月から同年７月までの期間を２万 4,000 円に、39 年１月

の給与明細書における保険料控除額から、38 年８月から同年 12 月までの

期間を２万 8,000 円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間②に係る標準報酬月額については、申立人の昭和 40

年２月のＡ株式会社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記

録から、３万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、申立期間について、申立人の資格喪失日及び取得日

に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し誤って提出し、申立期間に係

る厚生年金保険料についても納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3592 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年 11 月 28 日から同年 12 月１日ま

での期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）におけ

る申立期間に係る資格取得日の記録を昭和 58 年 11 月 28 日に、資格喪失

日の記録を同年 12 月１日とし、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 22

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年 11 月 28 日から 59 年２月１日まで 

昭和 51 年５月１日から 59 年５月 31 日までＡ株式会社に勤務してい

たが、当初は、同じ社長が経営する株式会社Ｃで厚生年金保険に加入し

ていた。株式会社Ｃが倒産したため、58 年 11 月＊日付けで同社におけ

る被保険者資格を喪失したが、Ａ株式会社における資格取得日は 59 年

２月１日となっている。この間も同社で勤務し、厚生年金保険料を給与

控除されていたので、厚生年金保険の被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 株式会社Ｂの保管する給与台帳、総合振込金受取書等の記録により、

申立人は、申立期間において、Ａ株式会社に勤務し、申立期間の厚生年

金保険料を給与から控除されていたことが確認できる。 

しかしながら、申立人がＡ株式会社を退職した翌月の昭和 59 年６月

の給与支給に際して、当該控除済み保険料のうち 58 年 12 月及び 59 年

１月の保険料が返済されていることが確認できることから、申立人が、

申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた期間は、58 年 11 月 28 日から同年 12 月１日までであると認められ

る。 



                      

  

また、当該期間に係る標準報酬月額については、前述の給与台帳の厚

生年金保険料控除額及び返済額の記録から、22 万円とすることが妥当

である。 

一方、オンラインの記録によれば、Ａ株式会社は昭和 59 年２月１日

から厚生年金保険の適用事業所となっているが、それ以前は申立期間を

含めて適用事業所としての記録が無い。しかし同社は、47 年９月 28 日

に株式会社として成立しており、給与台帳等の記録により、申立期間に

は 18 人の従業員が常時勤務していたことが確認できることから、当時

の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断

される。 

なお、事業主は、申立期間において適用事業所でありながら、社会保

険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認められることか

ら、申立人の昭和 58 年 11 月の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 58 年 12 月１日から 59 年２月１日まで

の期間については、前述のとおり、申立人は、事業主によりいったん給

与から控除された当該期間の厚生年金保険料を後日返還されたことが確

認できることから、この期間について、厚生年金保険被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3594 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成８年５月１日から同年９月１日までの期間及び同

年10月１日から９年７月１日までの期間について、申立人は、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録に

ついては、８年５月から同年８月までの期間を19万円に、同年10月から同

年12月までの期間を20万円に、９年１月を19万円に、同年２月を20万円に、

同年３月を19万円に、同年４月を20万円に、同年５月を18万円に、同年６

月を19万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年５月１日から９年８月１日まで 

    平成８年２月13日から９年８月１日までＡ区にある株式会社Ｂに勤務

したが、８年５月から９年７月までの期間の標準報酬月額が、給与明細

書で天引きされている厚生年金保険料からすると低額となっているので、

調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成８年３月分から９年８月分までの株式会社Ｂ

における給与明細書及び給与明細書の無い月については雇用保険被保険者

離職票によると、申立人は、８年６月分から同年９月分までの給与からオ

ンライン記録（18万円）よりも高額の標準報酬月額19万円に相当する報酬

月額を、同年10月分から９年８月分までの給与からも当該記録（17万円）

よりも高額の標準報酬月額20万円に相当する報酬月額を支給され、保険料

は翌月控除であったことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立て



                      

  

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成８年５月から同年８月までの期間及

び同年10月から９年６月までの期間に係る標準報酬月額については、申立

人から提出された８年６月分から９年８月分までの給与明細書における保

険料控除額などから総合的に判断すると、当該期間の標準報酬月額に係る

記録については、８年５月から同年８月までの期間を19万円に、同年10月

から同年12月までの期間を20万円に、９年１月を19万円に、同年２月を20

万円に、同年３月を19万円に、同年４月を20万円に、同年５月を18万円に、

同年６月を19万円に訂正することが必要と認められる。 

なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主から回答が無いため不明であり、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち平成８年９月及び９年７月に係る標準報酬月額に

ついては、申立人から提出された８年10月分及び９年８月分の給与明細書

によると、事業主により給与から控除された厚生年金保険料に相当する標

準報酬月額は、オンライン記録における標準報酬月額よりも高額となって

いるものの、８年９月の報酬月額はオンライン記録における標準報酬月額

と同額であり、９年７月の報酬月額はオンライン記録における標準報酬月

額よりも低額となっていることから、特例法による保険給付の対象に当た

らないため、あっせんは行わない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3595 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人の株式会社Ａ（現在は、株式会社

Ｂ）Ｃ支店における資格取得日に係る記録を昭和 47 年 11 月 20 日、資格

喪失日に係る記録を同年 12 月８日とし、申立期間の標準報酬月額に係る

記録を４万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年 11 月 20 日から同年 12 月８日まで 

    昭和 47 年４月１日に株式会社ＡのＤ支店（当時）に入社し、同年 11

月 20 日から同年 12 月７日まで同社Ｅ支店Ｆ室勤務、同年 12 月８日か

ら同社Ｅ支店勤務となり、そのまま 55 年３月 31 日まで勤務した。同社

Ｅ支店Ｆ室に勤務していた期間の厚生年金保険加入記録が無いので、こ

の期間を厚生年金保険に加入していたと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 事業主作成の職歴証明書、雇用保険の被保険者記録、事業主の回答及び

複数の同僚の供述等から判断すると、申立人は、申立期間において株式会

社Ａに継続して勤務（昭和 47 年 11 月 20 日に株式会社ＡのＤ支店から同

社Ｅ支店Ｆ室に異動）していたことが認められる。 

 また、株式会社ＡのＥ支店が厚生年金保険の適用事業所になった昭和

47 年 12 月８日に同支店において被保険者資格を取得している申立人を除

く 29 人は、同支店において被保険者資格を取得する直前は、同社Ｃ支店

において被保険者記録があり、両支店の間の被保険者期間に空白は無い

（同僚供述により、同社Ｅ支店Ｆ室で勤務したことが推認される 18 人を

含む。）こと、同社Ｅ支店Ｆ室に勤務したとする同僚は、同社Ｅ支店Ｆ室

に配属された職員は同社Ｃ支店における被保険者資格を取得したと供述し



                      

  

ており、複数の同僚も同社Ｅ支店Ｆ室に勤務した職員の給与は同社Ｃ支店

から支給されたと供述していること、及び同社Ｃ支店以外の支店から同社

Ｅ支店Ｆ室に配属されたとする複数の同僚は、同社Ｅ支店において被保険

者資格を取得する直前は同社Ｃ支店において被保険者資格を取得している

ことから、申立期間当時、同社Ｅ支店Ｆ室に配属された職員については、

同社Ｃ支店において被保険者資格を取得させる取扱いであったことが推認

できる。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、株式会社Ａに継続して勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、株式会社ＡのＤ支店に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載の申立人の被保険者資格喪失時

及び同社Ｅ支店に係る同被保険者名簿に記載の申立人の被保険者資格取得

時の記録から、４万 8,000 円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当時の関係資料が無いため保険料を納付したか否か不明としてい

るが、申立期間における株式会社ＡのＣ支店に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社

会保険事務所（当時）の記録が失われたことは考えられない上、仮に、事

業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、被保

険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会に

おいても社会保険事務所が当該届出を記録しないことは通常の事務処理で

は考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所に資格の得喪に係る

届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は申立人に係る昭和

47 年 11 月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3596 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち平成

14 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 15 年３月から同年７月までの期

間を 17 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年 10 月１日から 15 年９月１日まで 

    Ａ株式会社での給与明細書では、標準報酬月額 17 万円に相当する保

険料が控除されているが、標準報酬月額が 16 万円となっているので訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細

書及びＡ株式会社提出の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳において確認できる

報酬月額及び保険料控除額から、平成 14 年 10 月から同年 12 月までの期

間及び 15 年３月から同年７月までの期間を 17 万円に訂正することが必要

と認められる。 

   一方、上記以外の申立期間については、上記給与明細書及び上記所得税

源泉徴収簿兼賃金台帳の報酬月額及び保険料控除額に見合う標準報酬月額



                      

  

がオンライン記録上の標準報酬月額を上回っているとは認められないこと

から、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わな

い。 

なお、申立期間のうち、今回訂正をする期間に係る厚生年金保険料の事

業主による納付義務の履行については、事業主は、申立人の標準報酬月額

を 17 万円として届出を行い、届け出た同月額に基づく保険料を納付した

としているものの、当該事業所は平成 14 年 10 月の定時決定に係る算定基

礎届を社会保険事務所（当時）及びＢ組合に同一内容で提出したとしてお

り、社会保険事務所及び同組合の同月額は 16 万円と記録されていること

が確認でき、申立人の同月額を社会保険事務所及び同組合がいずれも誤っ

て記録したとは考え難いことから、事業主は社会保険事務所に記録どおり

の報酬月額として届け、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見

合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3597 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日に

係る記録を昭和 33 年 12 月 16 日に、資格喪失日に係る記録を 35 年４月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を１万 8,000 円とするこ

とが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年 12 月 16 日から 35 年４月１日まで 

    昭和 27 年５月１日にＡ株式会社に入社した後、転勤はあったものの、

同社の事業所に継続して勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の記

録が無いので同期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ株式会社から提出された在籍証明書、賃金台帳、健康保険組合の加入

記録、雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述から判断すると、申

立人は、申立期間においてＡ株式会社に継続して勤務し（昭和 33 年 12 月

16 日に同社Ｂ所から同社本社に異動し、35 年４月１日に同社本社から同

社Ｃ所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社から提出された

申立期間の一部に係る賃金台帳に記載されている厚生年金保険料控除額、

申立期間前後の事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び健康

保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、１万 8,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、申立期間におけるＡ株式会社に係る健康保険



                      

  

厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、申

立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたことは考えられない

上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場

合には、被保険者資格の喪失届及び被保険者報酬月額算定基礎届を提出す

る機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が

当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所に資格の得喪等に係る届出は行われておら

ず、その結果、社会保険事務所は申立人に係る昭和 33 年 12 月から 35 年

３月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3598 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の株式会社Ａにおける資格喪失日は、平成７年７月 26 日である

と認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の主張する標準報酬

月額であったと認められることから、申立人の標準報酬月額に係る記録を

47 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 平成６年 10 月１日から７年７月 26 日まで 

  前回、平成４年４月１日から６年 10 月１日までの株式会社Ａの標準

報酬月額について申立てを行い、あっせんされた（埼玉厚生年金事案

1659）が、同様に同年 10 月１日から７年５月 31 日までの同社の標準報

酬月額も、誤りであると思うので、当該期間の標準報酬月額を訂正して

ほしい。また、同社には７年７月ころまで勤務し、保険料も控除されて

いたので厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

雇用保険の加入記録及び同僚の供述により、申立人は、申立期間に株式

会社Ａに勤務していたことが認められる。 

   また、オンライン記録によると、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業

所でなくなった日である平成７年５月 31 日より後の同年８月４日付けで、

申立人が同年５月 31 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の処

理が行われ、さらに、同年８月 17 日付けで、６年 10 月から７年４月まで

の期間に係る標準報酬月額が当初記録されていた 47 万円から 24 万円に減

額処理されていることが確認できる。 

   しかしながら、株式会社Ａは法人事業所であり、同社が厚生年金保険の

適用事業所でなくなった日（平成７年５月 31 日）において、従業員が常

時５人以上勤務していたことが認められ、同社が適用事業所としての要件



                      

  

を満たしていたと認められることから、当該適用事業所でなくなったとす

る処理を行う合理的理由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立

人について、平成７年５月 31 日に資格を喪失した旨及び標準報酬月額に

係る減額処理を行う合理的な理由は無く、申立人の資格喪失日及び標準報

酬月額に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格

喪失日は、雇用保険の加入記録における離職日の翌日である同年７月 26

日であると認められる。 

   また、平成６年 10 月から７年６月までの期間に係る標準報酬月額につ

いては、上記訂正前のオンライン記録から、47 万円とすることが必要で

ある。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3599 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 112 万 5,000 円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 10 日 

  株式会社Ａから平成 15 年 12 月 10 日に賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されている。しかし、社会保険庁（当時）には当該賞与に係

る記録が無いため、調査をして訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   株式会社Ａから提出のあった平成 15 年 12 月 10 日に支給された賞与に

係る賞与明細書から、申立人は、112 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間の届出を行ったことを認めていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3600 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 38 万 1,000 円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 10 日 

  株式会社Ａから平成 15 年 12 月 10 日に賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されている。しかし、社会保険庁（当時）には当該賞与に係

る記録が無いため、調査をして訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   株式会社Ａから提出のあった平成 15 年 12 月 10 日に支給された賞与に

係る賞与明細書から、申立人は、38 万 1,000 円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間の届出を行ったことを認めていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3601 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間②のうち、Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）Ｃ工場

に係る被保険者資格の取得日は昭和 19 年 10 月１日、資格喪失日は 20 年

９月 16 日であったと認められることから、厚生年金保険被保険者資格の

取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間における標準報酬月額については、昭和 19 年 10 月から

同年 12 月までの期間は 110 円、20 年１月から同年８月までの期間は 140

円とすることが妥当である 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 18 年３月 26 日から同年４月１日まで 

② 昭和 18 年 12 月 10 日から 20 年 11 月まで 

   昭和 18 年３月 26 日にＡ株式会社に入社し、20 年 11 月まで継続勤務

した。しかし、同社に係る厚生年金保険の記録においては、18 年４月

１日から同年 12 月 10 日までの被保険者期間しかない。申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立期間②のうち昭和 19 年６月１日から 20 年９月 16 日までの期間

については、Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿及び申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）

により、申立人の同社に係る厚生年金保険の被保険者期間は 18 年４月

１日から同年 12 月 10 日までであることが確認できる。 

  しかし、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）において、申立人と同

姓同名の記録であり、生年月日が大正６年８月８日とされるＡ株式会社

Ｃ工場に係る未統合の厚生年金保険被保険者記録（昭和 19 年６月１日



                      

  

に資格取得、20 年９月 16 日に資格喪失）が確認できる上、Ｄ株式会社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により当該記録を確認するこ

とができる。 

また、事業主が提出した社員名簿及び同僚の供述から、申立人が当該

事業所に申立期間②において、Ｅに従事していたことが確認できること

を踏まえると、当該未統合となっている被保険者記録は、申立人のもの

であると認められる。 

一方、申立期間②のうち、昭和 19 年６月１日から同年 10 月１日まで

の期間については、厚生年金保険法における適用準備期間であり、当該

期間は、厚生年金保険の被保険者期間とはならない期間である。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 19 年 10 月１

日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、20 年９月 16 日に資格喪失

した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、未統合となっている

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録により、昭和 19 年 10 月から

同年 12 月までの期間は 110 円、20 年１月から同年８月までの期間は

140 円とすることが妥当である。 

 

２  申立期間①については、事業主の提出した社員原簿及び社員名簿並び

に申立人の提出した辞令により、申立人のＡ株式会社への入社日が昭和

18 年３月 26 日であることが確認できる。 

しかし、事業主は、申立期間①における給与の締切日は毎月 20 日、

支給日は毎月 25 日であり、申立人の給与支給は昭和 18 年４月 25 日か

らのため、厚生年金保険料の控除は同年４月分からであると回答してい

る上、労働者年金に係る届出及び保険料の控除、納付については不明と

回答している。 

また、申立人と同時期に、Ａ株式会社Ｃ工場に勤務した同僚のうち、

連絡先が判明した者全 11 人のうち６人から回答を得たが、同事業所に

おける労働者年金保険加入の取扱い及び保険料の控除について具体的な

供述を得ることはできなかった。 

このほか、申立人が申立期間①において、事業主により、労働者年金

保険料を給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が労働者年金保険被保険者として、申立期間①に係る労働者年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

３ 申立期間②のうち昭和 18 年 12 月 10 日から 19 年６月１日までの期間



                      

  

については、申立人の提出した 18 年 12 月 26 日及び 19 年６月 26 日付

け給与辞令により、申立人がＡ株式会社Ｃ工場に勤務していたことはう

かがえる。 

  しかし、事業主は、Ｆ職の社会保険適用は昭和 19 年 10 月の厚生年金

保険適用開始時からとしており、当初申立人を労働者年金に加入させた

経緯は不明であるが、申立人は、Ｇ職となった時点で労働者年金の被保

険者資格を喪失したと推測されるとした上、社員名簿においてＧ職であ

ることを示す「Ｈ」の表示が確認できると回答しているところ、同僚の

一人は、申立人はＥに従事していたと供述している。 

  また、申立人と同時期にＡ株式会社Ｃ工場に勤務した同僚のうち、連

絡先が判明した者全 11 人のうち６人から回答を得たが、同事業所にお

ける労働者年金保険加入の取扱い及び保険料の控除について具体的な供

述を得ることはできなかった。 

  このほか、申立人が当該期間において、事業主により、労働者年金保

険料を給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が労働者年金保険被保険者として、当該期間に係る労働者年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

４ 申立期間②のうち昭和 20 年９月 16 日から同年 11 月までの期間につ

いては、申立人は、提出した履歴書に基づき 20 年 11 月まで勤務したと

している。 

  しかし、事業主の提出した社員原簿及び社員名簿において申立人の退

職日は記録されておらず、事業主は申立人の退職日は不明と回答してい

る。 

  また、申立人のＤ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の未統合記録により、資格喪失日が昭和 20 年９月 16 日であることが確

認できる上、同名簿により同日においてＡ株式会社Ｃ工場に在籍してい

た者 165 人中 91 人が被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

  さらに、申立人と同日に厚生年金保険の資格を喪失している同僚のう

ち、連絡先が判明した者全 10 人のうち４人から回答を得たところ、３

人が当該事業所における資格喪失日と退職日が異なっていると回答して

いるが、それぞれの退職日及び資格喪失日以降の保険料の控除について

具体的な供述を得ることはできなかった。 

  加えて、当時Ａ株式会社Ｃ工場で事務を担当していた同僚は、同工場

はＩ工場としてＪ等を制作しており、終戦直前に関係書類を焼却する旨

の指示を受け、書類等はほぼ焼却処分されたと供述している。 



                      

  

  このほか、申立人が当該期間において、事業主により、厚生年金保険

料を給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3611 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者資格取得日は昭

和 21 年５月 20 日、被保険者資格喪失日は 22 年７月 12 日であったと認め

られることから、当該期間の厚生年金保険被保険者資格取得日及び資格喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、上記期間の標準報酬月額については、昭和 21 年５月から同年９

月までは 240 円、同年 10 月から 22 年１月までは 360 円、同年２月から同

年５月までは 480 円、同年６月は 500 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年 10 月から 22 年９月ころまで 

実家のあったＣ市内の尋常小学校を卒業した後、昭和 16 年 12 月（12

歳の時）に姉が先に働いていたＡ株式会社Ｂ工場に入社し、22 年８月

か同年９月ころまでＤとして勤務した。   

同じ職場で戦時中から働いていた主人と結婚することになっていたこ

とや、Ｃ市内にあった知り合いのＥに仕事を手伝ってほしいと言われた

のを契機に、Ａ株式会社Ｂ工場を辞めた。 

出産や育児も一段落した昭和 30 年５月１日から２か月間、再度Ａ株

式会社Ｂ工場に勤務した。その時の厚生年金保険の被保険者記録はある

ものの、最初の勤務期間の被保険者記録が無い。 

申立期間も厚生年金保険に加入していたと考えているので納得がいか

ない。申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が勤務していたＡ株式会社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険

事業所別被保険者名簿には、生年月日が同一かつ申立人の姓名（Ｆ）と

酷似した「Ｇ」（当初「Ｈ」と記載されていたが、２本線で訂正）とい

う名前で、資格取得年月日は昭和 21 年５月 20 日、資格喪失年月日が

22 年７月 12 日という被保険者の記録が確認できる。 

また、オンライン記録によると、当該被保険者名簿に記載されている

記号番号で確認できる被保険者記録は、氏名がＩで資格取得年月日が１



                      

  

日違いの昭和 21 年５月 21 日となっているほかは、厚生年金保険被保険

者台帳索引票、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及び健康保険厚生

年金保険事業所別被保険者名簿の記載内容と一致していることが確認で

きる。 

さらに、当該被保険者記録は、オンライン記録において基礎年金番号

に未統合の記録となっている。 

加えて、申立人の同僚は、申立人は、戦時中から終戦直後にかけてＡ

株式会社Ｂ工場に勤務していたと供述していること等から、当該未統合

となっている厚生年金保険被保険者記録は、申立人の被保険者記録であ

ることが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 21 年５月 20 日に被保険

者資格を取得した旨の届出及び 22 年７月 12 日に資格喪失した旨の届出

を事業主が社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、当該事業所に係る健康保

険厚生年金保険事業所別被保険者名簿における当該未統合記録から、昭

和 21 年５月から同年９月までは 240 円、同年 10 月から 22 年１月まで

は 360 円、同年２月から同年５月までは 480 円、同年６月は 500 円とす

ることが妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 21 年５月 20 日から 22 年７月 12 日までの期間

を除く期間について、同僚の供述から、期間の特定はできないものの、

申立人がＡ株式会社Ｂ工場に勤務していたことは推認できる。 

 しかしながら、Ａ株式会社では、当該期間の勤務実態等に関する資料

は保存していないとしている上、同僚からも事業主による申立人の厚生

年金保険料の控除について供述を得ることができなかった。 

また、Ａ株式会社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険

者名簿において、上記以外に、申立人と考えられる氏名は確認できない。 

さらに、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち、当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めること

はできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3612 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ出張所における

資格取得日に係る記録を昭和36年３月３日、資格喪失日に係る記録を37年

５月16日とし、36年３月から同年９月までの標準報酬月額を２万円、同年

10月から37年４月までの標準報酬月額に係る記録を２万6,000円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

        住        所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年３月３日から 37 年５月 16 日まで 

    昭和 35 年７月４日から平成７年４月１日までＡ株式会社の厚生年金

保険の被保険者であったにもかかわらず、昭和 36 年３月３日から 37

年５月 16 日までの期間の記録が無い。申立期間当時はＣにいた。申立

期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、社会保険事務所（当時）の記録では、Ａ株式会社Ｄ支店にお

いて、昭和 35 年７月４日に厚生年金保険の資格を取得し、36 年３月３日

に資格を喪失後、37 年５月 16 日に同社Ｄ支店において資格を再取得して

おり、申立期間の被保険者記録が無い。 

   しかしながら、Ａ株式会社の人事記録及びＥ組合の記録から、申立人が

申立期間も同社に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、Ａ株式会社は、「厚生年金被保険者名簿（事業所作成）により、

昭和 35 年７月４日時点でＦに在籍し、資格を取得したことは確認できる。

また、36 年１月７日からはＧとして社員名簿が残っていることから、申

立期間は本来であれば加入させているべき社員であったと考えられる。」

としている。 

   さらに、申立期間の当該事業所について、申立人とともに同様の業務に



                      

  

従事していたとする同僚は、申立人がＣにいたと供述しているとともに、

当該同僚を含む複数の同僚が、申立人と同時期にＡ株式会社Ｄ支店におい

て被保険者資格を喪失及び取得していることが確認できるところ、いずれ

も申立期間における被保険者期間は同社Ｂ出張所であることが確認できる

ことを踏まえると、申立人についても同事業所で資格を取得させる取扱い

であったと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｄ支店

における昭和 35 年７月及び 37 年５月の健康保険厚生年金保険被保険者原

票の記録、申立期間当時の元同僚の給与改定状況及び申立期間当時の標準

報酬月額の改定状況から、36 年３月から同年９月までは２万円、同年 10

月から 37 年４月までは２万 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

申立期間の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の健康保険被保険

者証の番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所

の記録が失われたことは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの

機会においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考

え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届

出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

36 年３月から 37 年４月までの保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3618 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成３年６月 10 日から４年７月 16 日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日に係る記

録を３年６月 10 日に、資格喪失日に係る記録を４年７月 16 日に訂正し、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を 30 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る平成３年６月 10 日から４年７月 16 日ま

での厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 44 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成２年７月から３年５月まで 

             ② 平成３年６月から４年７月まで 

    申立期間①のころは、Ｂ区に所在していた株式会社Ｃに、申立期間②

のころには、Ｂ区に所在していた株式会社Ａに勤務したが、オンライン

記録では、両社における厚生年金保険の加入記録が確認できなかった。 

    申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、複数の同僚の供述から、申立期間②当時に申

立人が株式会社Ａに勤務していたことが推認できるとともに、同社にお

ける当時の総務担当者は、「当社で保管している社員名簿によると、申

立人が平成３年６月 10 日から４年７月 15 日まで勤務していたことが確

認できる。」旨を供述していることから、申立人が３年６月 10 日から

４年７月 15 日まで同社に勤務していたことが認められる。 

    また、申立期間②に株式会社Ａに勤務し、同様の業務に従事していた

同僚の４人は、厚生年金保険の被保険者としての記録が存在する上、こ

の４人のうち３人は、「申立人は、同様の業務に従事しており、申立人

だけが保険料の控除をされていなかったとは考えにくく、申立人は、事

業主により給与から保険料を控除されていたと思う。」旨の供述をして



                      

  

いる。 

さらに、申立人及び同僚が供述した当時の株式会社Ａの従業員数と社

会保険事務所（当時）のオンライン上の厚生年金保険の被保険者数がお

おむね一致するため、申立期間②の当時、当該事業所においては、ほぼ

すべての従業員が厚生年金保険に加入していたと考えられる上、当時の

総務担当者は、全従業員が社会保険に加入していた旨の供述をしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、平成３年６月 10 日から４

年７月 16 日までに係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、平成３年６月 10 日から４年７月 16 日までの標準報酬月額につ

いては、同様の業務に従事していたとする同僚の社会保険事務所におけ

る当該期間の記録から、30 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主は不明としているが、申立期間②の健康保

険厚生年金保険被保険者原票の整理番号に欠番が見当たらないことから、

申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考えられない上、

資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が申立人

に係る記録の処理を誤ることは考え難いことから、事業主から当該社会

保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る平成３年６月から４年６月までの保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

     

  ２ 申立期間①については、複数の同僚の供述により、申立人が申立期間

①において株式会社Ｃに勤務していたことはうかがえる。 

    しかしながら、事業主は、「申立人は、契約社員であり、各自で国民

年金に加入する契約であったため、厚生年金保険には未加入で、厚生年

金保険料を給与から控除することはなかった。」と供述している。 

    また、株式会社Ｃに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で申立期

間①当時に加入記録のある同僚からは、「申立人は、正社員ではない。

社会保険の加入等は、申立人と会社との話合いで決まっていたのではな

いか。」との供述があった。 

    さらに、申立人の申立期間①における雇用保険の記録は確認できない

上、株式会社Ｃに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期

間①について申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号も連番で欠番は

見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、



                      

  

ほかに確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3620 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格取得日に係る記録を昭和 35 年１月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を１万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年１月１日から同年２月１日まで 

    昭和 35 年１月１日から平成５年 10 月 31 日までＡ株式会社において、

Ｃの職場で勤務していたが、在職証明書、社員名簿及び退職所得の源泉

徴収票があるにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録

が漏れているのは納得できない。調査して被保険者記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した申立人に係るＡ株式会社発行の在職証明書、同社が保

管している申立人の社員名簿の記録及び申立人が保管している同社発行の

平成５年分退職所得の源泉徴収票特別徴収票によると、申立人の入社年月

日は昭和 35 年１月１日とされており、申立人が申立期間において同社に

継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ株式会社の人事担当者は、「申立期間当時３か月程度の試用期

間があったが試用期間中であっても入社と同時に厚生年金保険は加入させ

ており、正社員との違いは有給休暇及び残業手当が無いだけです。」と供

述している。 

さらに、申立期間当時の同僚９人の勤務期間は厚生年金保険の被保険者

期間と一致しており、当該同僚９人全員が厚生年金保険料についても控除



                      

  

されていたと供述している上、このうち４人は申立人と同じＤとして勤務

していたと供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人がＡ株式会社に継続して勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 35 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、１万

6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は不明としているが、社会保険事務所（当時）

の記録における資格取得日が雇用保険の記録における資格取得日と一致し

ており、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格取得

日と記録したとは考え難いことから、当該社会保険事務所の記録どおりの

届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申

立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人の

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3621 

 

第１ 委員会の結論 

  事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額(36万円)であったと認められることから、申立期間の

標準報酬月額に係る記録を36万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年３月１日から８年 10 月１日まで 

オンライン記録では、申立期間の標準報酬月額が 22 万円となってい

るが、誤りであると思うので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、

申立人が主張する 36 万円と記録されていたところ、平成９年４月 11 日付

けで７年 10 月１日の定時決定が訂正され、７年３月１日にさかのぼって

22 万円に引き下げられていることが確認できる。 

また、申立人から提出された平成８年分給与所得の源泉徴収票から、申

立人は、事業主により標準報酬月額 36 万円に相当する厚生年金保険料が

控除されていることが確認できるとともに、Ａ組合は、「申立人の申立期

間の標準報酬月額は 36 万円である。」と回答している。 

さらに、申立人及び同僚は当時の株式会社Ｂは経営が厳しく、社長は会

社の身売り先を探して、給与の遅配も発生していた上、滞納社会保険料の

督促通知書を見たこともあると証言していることを踏まえると、社会保険

料の滞納があったことが推測できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該訂正処理を

遡及
そきゅう

して行う合理的な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に係る

有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、36 万円に訂

正することが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3624 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ（現在は、株式会

社Ｂ）における厚生年金保険の資格取得日に係る記録を昭和 51 年１月 21

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、同年１月から 53 年

９月までは 17 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 20 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 51 年１月 21 日から 54 年１月 22 日まで  

  社会保険事務所（当時）で株式会社Ａにおける昭和 51 年１月 21 日か

ら 54 年１月 22 日までの厚生年金保険の被保険者記録が確認できないと

言われた。 

昭和 51 年１月 21 日は、私がＣ市にあったＤ店に勤務した日でもあり、

毎月の給与から厚生年金保険料を控除されていたことから納得できない

ので、被保険者記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

事業主の提出した「昭和 52 年度新給与」表に申立人の入社月について

昭和 51 年１月と記載されており、事業主は、申立人の入社日について同

年１月 21 日と供述していることから、申立人が申立期間について株式会

社Ａに継続して勤務していたことが確認できる。 

また、株式会社Ａの事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料

の給与からの控除について、「保存されている「昭和 52 年度新給与」表

に申立人の記録が記載されていることから、申立人は社員として採用され

厚生年金保険料を控除していたと思われるが、給与台帳等の資料が保存さ

れておらず不明。」と供述しているものの、同僚 12 人に照会し、回答し



                      

  

た６人のうち４人は、「申立人は、株式会社ＡにおけるＤ店の店長を昭和

51 年１月 21 日から、数か月後にはＥ店の店長を務めるなどして店舗運営

のノウハウを指導しており、その後は事業所の管理職の立場にあったこと

から、正社員として厚生年金保険料を給与から控除されていたと思う。」

旨の供述をしている。 

さらに、事業主から提出された「昭和 52 年度新給与」表に名前のある

昭和 50 年６月から 52 年１月までに入社した申立人を含む社員 31 人の入

社月（日付の記載は無い。）と厚生年金保険の被保険者資格取得日との関

係を見ると、申立人を除く 30 人のうち、一人は当該事業所の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿に記録が確認されず、この一人は氏名検索におい

て同名の者が 500 人近く存在するため同僚調査は不能であったものの、29

人については入社月が厚生年金保険の被保険者資格の取得月と一致してい

ることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の申立期間の標準報酬月額については、「昭和 52 年度新

給与」表及び昭和 51 年１月に入社した同僚の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿の記録から、同年１月から 53 年９月までは 17 万円、同年 10 月

から同年 12 月までは 20 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付の義務の履行については、

事業主は保険料を納付したか否かについては不明と供述しているものの、

申立期間は、昭和 51 年１月 21 日から 54 年１月 22 日までの３年間であり、

当該期間に行われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保険者報酬

月額算定基礎届及び３回の定時決定などのいずれの機会においても、社会

保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主が申立人の

資格取得日を 54 年１月 22 日として届け、その結果、社会保険事務所は申

立人に係る 51 年１月から 53 年 12 月までの保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3625 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②のうち、昭和 19 年 11 月１日から同年 12 月１日

までの期間において、厚生年金保険被保険者であったことが認められるこ

とから、申立人の株式会社ＡのＢ所における資格取得日に係る記録を 19

年 11 月１日、資格喪失日に係る記録を同年 12 月１日とし、当該期間の標

準報酬月額に係る記録を 70 円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 17 年４月１日から 19 年９月 20 日まで 

② 昭和 19 年９月 20 日から 20 年 12 月 26 日ま

で 

申立期間①は、昭和 17 年４月１日にＣ校(現在は、Ｄ校)に入学と同

時に学徒動員になり、友人のＥ氏(故人)とＦ市のＧ所に派遣されて国の

ために働いていた期間である。 

申立期間②は、昭和 19 年９月 20 日に大学を卒業し、Ｅ氏とともに株

式会社ＡのＢ所(Ｈ市)に入社と同時に在籍のまま軍隊に応召していた期

間であるが、終戦後帰郷して同社Ｂ所に復職の連絡を取ったところ、Ｂ

所はＩの施策で解散し、全員解雇になっていた。その後、Ｅ氏に再会し

た際に、彼が株式会社ＡのＢ所勤務時代の厚生年金を受給していると聞

き、社会保険事務所 (当時)に照会したが自分の記録は確認できなかっ

た。 

申立期間は、国のために働いていた期間であり、納得できないので調

査して被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立人の申立期間②について、事業主から提出された入社及び退社時

の発令通知に、昭和 19 年 10 月１日付けで「職員ニ任ズ」、及び同年

11 月 30 日付けで「依願解任候事」と記載されていることから、申立人

が申立期間②のうち、19 年 10 月１日から同年 11 月 30 日までの期間に



                      

  

継続して勤務していたことが確認できる。 

また、申立人の本籍地のあるＪ県のＫ室の発行する履歴書により、申

立人は、昭和 19 年 11 月１日にＬに招集され、20 年９月１日に復員し

た軍歴が確認できる。 

一方、当時の厚生年金保険法では、第 59 条の２により、昭和 19 年

10 月１日から 22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集さ

れた期間については、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全

額を免除し、被保険者期間として算入する旨規定されている。 

したがって、昭和 19 年 11 月１日から同年 12 月１日までの期間につ

いては、申立人がＬに招集されていた期間であることから、たとえ被保

険者としての届出が行われておらず、法第 75 条の規定による、時効に

よって消滅した保険料にかかる期間であっても、年金額の計算の基礎と

なる被保険者期間とすべきであるものと考えられる。 

以上のことから、申立期間②のうち、昭和 19 年 11 月１日から同年

12 月１日までの期間について、申立人は、厚生年金保険の被保険者で

あったと認められることから、被保険者資格の取得日は、19 年 11 月１

日とし、資格喪失日は、同年 12 月１日とすることが妥当である。 

なお、昭和 19 年 11 月の標準報酬月額については、株式会社Ａの保管

する「入社・退社時の発令通知」から、70 円とすることが妥当である。 

 

２ 申立人が申立期間①について勤労動員学徒として勤務したと主張する

Ｇ所は、商業登記簿謄本によりＭ株式会社Ｎ所（現在は、Ｏ株式会社）

であることが確認できる。   

しかし、Ｍ株式会社の事業主は、「Ｎ所は、昭和 20 年８月＊日の空

襲により壊滅的打撃を受けた上、その後合併を繰り返したことから給与

台帳等の資料は保存されておらず、申立人の申立期間①の勤務及び厚生

年金保険料の給与からの控除については不明。」と供述しており、申立

人の当該期間の勤務及び厚生年金保険料の給与からの控除について確認

できなかった。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人及び同僚のＥ氏の

名前は記載されておらず、健康保険の整理番号に欠番は無い上、同名簿

において生存及び住所の確認された同僚４人に照会したものの回答を得

ることができず、申立人の申立期間①に係る勤務及び厚生年金保険料の

給与からの控除について確認できなかった。 

さらに、Ｐ社会保険事務局（当時）にＭ株式会社Ｎ所に係る厚生年金

保険の被保険者記録について照会すると、当該事業所のほかに、Ｎ所の

名前を冠したＱ社が確認されたものの、当該事業所は昭和 20 年８月７

日に適用事業所ではなくなった旨の届出をしており、Ｒ法務局に商業登



                      

  

記簿謄本を申請したところ「該当事業所が見当たりません。」との回答

で事業主照会をすることができない上、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿に申立人及び同僚のＥ氏の名前は記載されておらず、健康保険の整

理番号に欠番は無く、同名簿において生存及び住所の確認された同僚７

人に照会して回答した一人は、「勤労動員で来た人はいたが、それが申

立人たちであったかどうかは分からない。」旨の供述をしていることか

ら、申立人の申立期間①におけるＱ社への勤務及び厚生年金保険料の給

与からの控除については確認することができなかった。 

    なお、勤労動員学徒については、労働者年金保険法施行令（昭和 16

年勅令第 1250 号。昭和 19 年６月１日以降は厚生年金保険法施行令）第

10 条第３号及び厚生省告示第 50 号（昭和 19 年５月 29 日）により、厚

生年金保険の「被保険者たらざる者」として指定されている。  

    このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3628 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ株式会社Ｂ工場における申立人の被

保険者記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 27 年４月 26 日）及

び資格取得日（27 年５月 26 日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年４月 26 日から同年５月 26 日まで 

私は、Ａ株式会社に昭和 26 年 12 月 10 日に入社し、63 年６月４日で

定年退職するまで異動・転勤はあるものの継続して勤務した。 

入社から昭和 27 年 12 月 10 日までは、同社Ｂ工場に勤務したが、そ

のうちの１か月が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社提出の従業員台帳、雇用保険被保険者記録並びに申立人の同

僚の供述及び記録から判断すると、申立人は、昭和 26 年 12 月 10 日の入

社から 63 年６月４日の定年退職まで継続して勤務し、そのうちの 26 年

12 月 10 日から 27 年 12 月 10 日までは同社Ｂ工場に勤務しており、申立

人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立人の申立期間における標準報酬月額については、申立人の申

立期間前後の記録から、6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したとしているが、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は無く、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や



                      

  

取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこ

れを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録ど

おりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る昭和 27 年４月の保険料について納入の告知を行って

おらず（その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3629 

 

第１ 委員会の結論 

  １ 申立期間①について、事業主は、申立人が主張する昭和 21 年３月 28

日に厚生年金保険被保険者資格を申立人が取得した旨の届出を社会保険

事務所（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人の厚生

年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、150 円とすることが必

要である。 

 

  ２ 申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ部におけ

る資格喪失日を昭和 22 年 11 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額

に係る記録を 600 円とすることが必要である。 

    なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和４年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21 年３月 28 日から 22 年４月 14 日まで 

             ② 昭和 22 年８月１日から同年 11 月１日まで 

Ｃ校を繰り上げ卒業し、昭和 21 年３月にＡ株式会社に入社しＢ部に

勤務した。Ｄの施策で同社に解散命令が出て、同社は分社化されたこと

に伴い、Ｅ株式会社に変わったが、その後平成元年に退職するまで変わ

らず勤務していた。調べて申立期間の厚生年金保険の被保険者記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①について、Ａ株式会社が提出した申立人の履歴簿及び複数

の同僚の供述により、申立人が申立期間①において同社に継続して勤務

していたことが認められる。 

また、Ａ株式会社が提出したＦ社会保険出張所の押印のある申立人の

再交付された被保険者証の「初めて資格を取得した年月日」欄には「昭

和 21 年３月 28 日」と記載されている上、同じく同社が提出した「健康



                      

  

保険厚生年金保険台票」の「初めて取得した厚生年金証」の「取得年月

日」欄にも「昭和 21 年３月 28 日」と記載されていることが確認できる。 

さらに、Ａ株式会社Ｂ部に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿は、

オンライン記録と一致しないものが多数見られるとともに、頁の体裁や

厚生年金保険記号番号の記載順序が番号順になっておらず、途中の頁か

ら上部に「合帳処理済」と記載があることから、合帳処理の際に転記誤

りが生じた可能性がうかがわれる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人がＡ株式会社Ｂ部において昭和

21 年３月 28 日に厚生年金保険の資格を取得した旨の届出を事業主が社

会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ

部に係る昭和 22 年４月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録か

ら、150 円とすることが妥当である。 

 

 ２ 申立期間②について、Ｄの施策により、Ａ株式会社は複数の会社に分

社化され、申立人は、分社化されたＥ株式会社に異動したが、Ａ株式会

社が提出した履歴簿からは申立人が継続して勤務していたことが確認で

きる上、申立人の複数の同僚も仕事に中断は無かったと供述しているこ

とから判断すると、申立人は、申立期間において同社Ｂ部に継続して勤

務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ｅ株式会社の厚生年金保険の新規適用日が

昭和 22 年 11 月１日であり、同日に資格を取得した同僚の供述からも、

それ以前の保険料控除がうかがわれないことから、Ａ株式会社Ｂ部にお

ける資格喪失年月日を同年 11 月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ

部に係る昭和 22 年６月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録か

ら、600 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の納付義務の履行については、事業主は、

申立てどおりの届出を行い、申立期間②に係る保険料については納付し

たと主張しているが、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3631 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 47 年 12 月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を８万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年 11 月 30 日から同年 12 月１日まで 

社会保険庁（当時）の被保険者記録回答票によれば、Ａ株式会社に勤

務していた時期の加入期間に空白があるが、人事異動による転勤をした

だけであることから、申立期間について厚生年金保険被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主の供述、事業主から提出のあった在籍証明書及び雇用保険の被保

険者記録から判断すると、申立人が申立期間において、Ａ株式会社に継続

して勤務し（昭和 47 年 12 月１日に、同社から同社Ｂ工場に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿における昭和 47 年 10 月の記録から、

８万 6,000 円とすることが妥当である。  

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主

が資格喪失日を昭和47年12月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事

務所（当時）がこれを誤って同年11月30日と記録することは考え難いこと

から、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所



                      

  

は、申立人に係る同年11月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3632 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立てに係る事業所における資格喪失日は、平成３年３月 22

日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

 なお、申立期間の標準報酬月額については、34 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年７月 31 日から３年５月１日まで 

    私は、昭和 62 年１月５日から平成３年 11 月 30 日までＡ株式会社に

継続的に勤務し、その間、給与から厚生年金保険料も控除されていた。

空白となっている厚生年金保険被保険者期間を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人が昭和 62 年４月１日から平成３年

11 月 30 日までＡ株式会社に勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によれば、申立人の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日は当該事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日と同日の

平成２年７月 31 日となっているが、当該喪失処理は、同日以後の３年３

月 22 日に行われており、同事業所の従業員４人についても同様の処理が

行われていることが確認できる。 

なお、申立人と同様の資格喪失処理が行われている同僚が所持する給与

明細書によると、申立期間のうち、平成２年７月から３年２月までの期間

に係る厚生年金保険料の控除が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成２年７月 31 日に

資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、当

該喪失処理が行われた３年３月 22 日であると認められる。 

また、平成２年７月から３年２月までの標準報酬月額については、２年

10 月の訂正前のオンライン記録から、34 万円とすることが妥当である。 



                      

  

一方、申立期間のうち、平成３年３月 22 日から同年５月１日までの期

間については、オンライン記録により、当該喪失処理が行われた日以後の

期間であることが確認できる。 

また、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除につ

いては、賃金台帳や給与明細書等が無く、ほかにこれを確認できる関連資

料や周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3634 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、申立期間①は

15 万円、申立期間②は 23 万円、申立期間③は 23 万円、申立期間④は 20

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16 年 12 月 12 日 

             ② 平成 18 年７月 10 日 

             ③ 平成 19 年７月 10 日 

             ④ 平成 19 年 12 月 11 日 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ株式会社

から申立期間に支給された賞与に係る記録が無い旨の回答をもらった。

厚生年金保険料の控除が確認できる同社の賞与明細書があるので、記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出された賞与明細書及び賞与一覧表により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（16 年 12 月 12 日は 15 万円、

18 年７月 10 日は 23 万円、19 年７月 10 日は 23 万円、19 年 12 月 11 日は

20 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、事業主は、申立期間に係る賞与支払届

を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料も納付していないと

していることから、社会保険事務所は、申立人が主張する申立期間におけ

る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、申立期間①は

15 万円、申立期間②は 15 万円、申立期間③は 13 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年７月 10 日 

             ② 平成 19 年７月 10 日 

             ③ 平成 19 年 12 月 11 日 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ株式会社

から申立期間に支給された賞与に係る記録が無い旨の回答をもらった。

厚生年金保険料の控除が確認できる同社の賞与明細書があるので、記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出された賞与明細書及び賞与一覧表により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（18 年７月 10 日は 15 万円、

19 年７月 10 日は 15 万円、19 年 12 月 11 日は 13 万円）に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、事業主は、申立期間に係る賞与支払届

を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料も納付していないと

していることから、社会保険事務所は、申立人が主張する申立期間におけ

る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、申立期間①は

70 万円、申立期間②は 75 万円、申立期間③は 65 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年７月 10 日 

             ② 平成 19 年７月 10 日 

             ③ 平成 19 年 12 月 11 日 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ株式会社

から申立期間に支給された賞与に係る記録が無い旨の回答をもらった。

厚生年金保険料の控除が確認できる同社の賞与明細書があるので、記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出された賞与明細書及び賞与一覧表により、申立人は、

申立期間について、その主張する標準賞与額（18 年７月 10 日は 70 万円、

19 年７月 10 日は 75 万円、19 年 12 月 11 日は 65 万円）に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る申立期間の賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、事業主は、申立期間に係る賞与支払届

を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料も納付していないと

していることから、社会保険事務所は、申立人が主張する申立期間におけ

る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3637 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、申立期間①は

130 万円、申立期間②は 126 万 9,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年７月 10 日 

             ② 平成 18 年 12 月 11 日 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ株式会社

から申立期間に支給された賞与に係る記録が無い旨の回答をもらった。

厚生年金保険料の控除が確認できる同社の賞与明細書があるので、記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出された賞与明細書及び賞与一覧表により、申立人は、

申立期間（平成 18 年７月 10 日及び同年 12 月 11 日）に係る賞与において、

130 万円に見合う賞与額が事業主により支給されていたことが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉徴収していたと認められる賞与に係る

保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であ

ることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することに

なる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、申立期間に係る当該賞与

明細書及び賞与一覧表における保険料控除額から、申立期間①は 130 万円、

申立期間②は 126 万 9,000 円とすることが妥当である。   

なお、申立人に係る申立期間の賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、事業主は、申立期間に係る賞与支払届



                      

  

を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保険料も納付していないと

していることから、社会保険事務所は、申立人が主張する申立期間におけ

る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3344 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年８月から 62 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

    住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 61 年８月から 62 年４月まで 

    私は、ねんきん特別便で国民年金の加入月数と国民年金保険料の納付

月数が合致していなかったので、Ａ社会保険事務所（当時）に聞いたと

ころ、昭和 49 年からは納付済みであるが申立期間は未納であると言わ

れた。申立期間の保険料は私が納付したので、申立期間が未納となって

いることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の手続について、申立人は、厚生年金保険及び国民年

金の切替手続をしたかどうか覚えていないとしており、申立期間直前の厚

生年金保険の被保険者資格取得日「昭和 53 年 11 月 24 日」、厚生年金保

険の資格喪失日及び国民年金の被保険者資格取得日「61 年８月１日」並

びに申立期間直後の国民年金の被保険者資格喪失日及び厚生年金保険の被

保険者資格取得日「62 年５月 21 日」の記録が、平成元年８月 15 日に追

加されていることから、当該期間は申立期間直後の厚生年金保険の被保険

者期間を通して一連の未加入及び未納期間であったものと推認でき、当該

記録が追加された時点で申立期間の国民年金保険料は時効により納付でき

ない。 

   また、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を喪失した昭和 62 年 12 月

から 63 年５月までの国民年金保険料が、平成２年１月 26 日に過年度納付

されており、当該時点においても申立期間の保険料は時効により納付でき

ない。 



 

  

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3346 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年１月から 47 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年１月から 47 年４月まで 

        申立期間に当たる時期は、次の就職先が決まるまで知り合いのＡ社で

アルバイトをしていた。そのころ、私の老後を案じた母親が、昭和 45

年２月ころに私の国民年金加入手続を行い、その後の国民年金保険料を

納付してくれていた。保険料の納付については、毎月、月末に自宅まで

集金に訪れていた国民年金の集金人を通じて納付していた。申立期間の

保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その母親が昭和 45 年２月ころに申立人の国民年金加入手続

と、申立期間の国民年金保険料の納付をしてくれていたと申述しているが、

その加入手続及び保険料の納付を行っていたとする申立人の母親は既に他

界しており、証言を得ることができない上、申立人は申立期間の保険料の

納付に関与しておらず、申立期間の国民年金の加入状況及び保険料の納付

状況が不明である。 

また、申立人は、現在所持している表紙が青色の年金手帳のほかに、申

立期間当時は表紙がオレンジ色の年金手帳を所持していた記憶があるとし

ているが、表紙がオレンジ色の手帳は、申立期間当時発行されていた年金

手帳とは異なり、申立人は、ほかに年金手帳を所持していた記憶は無いと

している。 

さらに、申立期間は未加入期間となっており、申立人に国民年金手帳記

号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう



 

  

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3350 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和60年７月から63年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 31 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 60 年７月から 63 年４月まで     

    勤めていた会社を辞めた時に、自分でＡ市役所に国民年金の資格変更

届出をして、その後、Ｂ駅前のＣ銀行（現在は、Ｄ銀行）で保険料を払

っていた。会社を辞めてから結婚するまでの期間が未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤めていた会社を辞めた時に、自分でＡ市役所に国民年金の

資格変更届出をして、Ｂ駅前のＣ銀行で保険料を払ったとしているが、申

立人の国民年金手帳記号番号は昭和63年８月ころに払い出されており、そ

の時点では、申立期間のうち60年７月から61年６月までは時効により納付

できない期間であり、申立期間のうち61年７月から63年４月まではさかの

ぼって納付する期間となるが、申立人は、さかのぼって納付した記憶は無

いと申述している。 

また、申立人は、現在所持している年金手帳以外に交付された記憶も無

いと申述しており、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

た形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3351 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年８月から同年10月までの期間及び４年３月から同年８

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 45 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成２年８月から同年 10 月まで 

             ② 平成４年３月から同年８月まで 

    私の父は年金の保険料を納めておらず、また母は年数が足らない状態

だった。そのような両親を見ていたので、自分は年金の保険料だけはし

っかり払わなければいけないと思っていたので、会社を辞め社会保険を

抜けた時は、真っ先に市役所へ行き手続をしたのに記録が無いことに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を辞め社会保険を抜けた時は、真っ先に市役所へ行き手

続をしていたとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は平成６年11

月ころに払い出されており、その時点では、申立期間①及び②の国民年金

保険料は時効により納付できない。 

また、申立人は、現在所持している年金手帳以外に交付された記憶も無

いと申述しており、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

た形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3355 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年 11 月から 50 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年 11 月から 50 年３月まで 

    私が 20 歳になったころ、当時私は学生だったが、実家の母親がＡ市

役所で国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたと記憶してい

る。母親から「年を取った時に少しでもたくさん年金がもらえるように

今のうちに納付しておく方が良い」と聞かされたことを覚えているので、

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になったころ、実家の母親がＡ市役所で国民年金の加

入手続を行い、保険料を納付していたと申し立てているが、国民年金の加

入手続及び保険料納付を行ったとする申立人の母親は既に他界しており、

申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料納付について関与していない

ため、加入状況、納付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年４月ころＡ市で払

い出されており、申立期間は申立人が学生であったことから任意加入期間

となるが、20 歳となった 47 年＊月から 50 年４月に国民年金の被保険者

資格を取得するまでの未加入期間であるため制度上保険料を納付すること

はできず申立人の主張と異なっている上、別の手帳記号番号が払い出され

た形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3357 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年６月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住        所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年６月から同年 10 月まで 

私は、平成８年６月ころＡ社を退職し、その後私がＢ市役所で国民年

金の加入手続をし、後日納付書が届いたのでＢ市役所の窓口で保険料を

納付した。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成８年６月ころＡ社を退職し、その後申立人がＢ市役所で

国民年金の加入手続をし、後日納付書が届いたのでＢ市役所の窓口で保険

料を納付したと申し立てているが、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険

の記号番号が付番されており、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡はうかがわれないことから、申立期間は未加入期間であり、納付

書が発行されたとは考え難い。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3358 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 37 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住        所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年 12 月まで 

私の国民年金については、昭和 36 年４月ころ、私の母が自宅に来た

役場の人に加入手続をし、私が結婚した 37 年 12 月まで母がＡ町の役場

に保険料を納付していた。私の兄妹の国民年金も、私の母が加入手続を

し、母が保険料を納付したので、私だけ申立期間の保険料が未納になっ

ていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年４月ころ、その母が自宅に来た役場の人に国民年

金の加入手続をし、申立人が結婚した 37 年 12 月まで母がＡ町の役場に保

険料を納付していたと申し立てているが、申立人が所持する国民年金手帳

及びオンライン記録から、申立人は 45 年２月に任意加入していることが

確認でき、その時点では、申立人は被保険者資格を 36 年４月にさかのぼ

って取得することは制度上できず、別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡もうかがわれない。 

また、申立人の母が申立人と同時に加入手続をしたとするその兄妹のう

ち、妹の国民年金手帳記号番号は昭和 35 年 10 月ころに、兄の手帳記号番

号は 42 年２月ころに払い出されていることが確認でき、申立人の陳述と

は相違する。 

さらに、国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとする申立人の母

親は既に他界しており、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料納付

に関与していないため、加入状況、納付状況等が不明である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに保険料を納付したことをうか



 

  

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3363 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年 10 月から 56 年９月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年 10 月から 56 年９月まで  

勤めていた会社を昭和 49 年４月 15 日に退職し、両親が国民年金の加

入手続を行い保険料を納付してくれた。昭和 56 年 10 月１日に再就職し、

厚生年金保険に加入するまでは強制加入被保険者であり、途中で被保険

者資格を喪失する理由は全く無いので、申立期間が未加入となっている

ことに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立人の両親が、申立人の国民年金の加入手続を行い保険料

を納付していたと主張しているが、その父親は既に他界しており、母親か

らは申立期間当時の納付状況等についての証言を得ることができず、申立

人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与していないため、保険

料の納付状況等が不明である。 

 また、申立人は、申立期間中に国民年金被保険者資格を喪失する理由は

全く無いとしているところ、確かに申立人が被保険者資格を喪失する理由

は見当たらない一方、申立人の兄からは申立人の保険料まで両親が納付し

ていたかどうかは不明であるとし、種々の調査によっても、申立人の両親

が 72 か月間にわたる申立期間の保険料を納付していたとの確かな心証を

得るには至らなかった。 

 さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3364 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年５月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成８年５月から同年８月まで 

私は、平成８年５月に、会社を退職し、会社から渡された離職証明書

及び年金手帳を持参してＡ市役所へ行った。窓口職員に「国民健康保険

と国民年金をセットで加入しないと手続できない。」と言われ、各担当

者から説明を聞き、それぞれ加入手続を行った。 

後日、郵送で国民健康保険税及び国民年金保険料の納付書が届き、各

月ごとに金融機関で保険料を納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成８年５月に退職した会社から受け取った離職証明書及び

年金手帳を持参し、Ａ市役所で国民年金加入手続を行ったとしているが、

申立人が持参したとする年金手帳には、加入手続時に払い出されるはずの

国民年金手帳記号番号及び「初めて被保険者となった日」の記載は無く、

申立人の基礎年金番号は厚生年金保険の記号番号が付番されており、加入

手続をした形跡はうかがわれない。 

また、申立期間は未加入期間で制度上保険料を納付できない期間であり、

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3591 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和９年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和32年８月ころから33年９月１日まで 

         ② 昭和53年11月30日から54年12月21日まで 

厚生年金保険の被保険者期間の記録によると、Ａ株式会社では資格取

得日が昭和 33 年９月１日となっているが 32 年８月ころから勤務してい

たはずであり、Ｂ株式会社では資格喪失日が 53 年 11 月 30 日となって

いるが、54 年 12 月 21 日まで勤務していたはずなので正しい記録に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立期間当時のＡ株式会社の同僚の供述により、

期間の特定はできないものの、申立人は、同社に継続して勤務していた

ことが推認できる。 

しかしながら、申立期間①当時の同僚二人のうち一人は、「当時、会

社は保険料を払いたくないので雇用保険を含め健康保険及び厚生年金保

険には加入していなかった。健康保険では社員が病気になると会社がそ

の都度直接支払う社内ルールがあった。」と供述し、もう一人は、「厚

生年金保険の加入記録は、実際の入社より２年 10 か月後となっている

が、原因は不明である。」と供述している。 

また、申立人が退職後に入社した同僚は、「申立人と同様の技術系の

仕事で入社したが、しばらく見習い期間があった。」と供述している。 

一方、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

昭和 30 年８月１日付けの新規適用日に事業主を含む８人が資格を取得

し、その後、33 年９月１日付けで申立人を含む二人が資格を取得し、

さらにその後、34 年 12 月１日付けで４人が資格を取得していることが



  

確認できることを踏まえると、採用後一定期間経過後に厚生年金保険の

加入手続を行うという取扱いがあったと考えられる。 

さらに、当該事業所は、昭和 47 年５月１日に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、事業主も死亡していることから、供述及び関

連資料を得ることができないほか、雇用保険の加入記録では、事業所登

録も確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、Ｂ株式会社に係る申立人の雇用保険の被保険者

記録における離職日が昭和 54 年 12 月 20 日となっていることから、申

立人が同社に継続して勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ｂ株式会社に係るオンライン記録では、昭和 53 年 11

月 30 日までに、申立人を含むすべての社員が厚生年金保険の被保険者

資格を喪失しており、その後 54 年２月 28 日付けで同社は厚生年金保険

の適用事業所ではなくなっていることが確認できる。 

また、昭和 53 年 11 月 30 日付けで資格を喪失した３人の同僚のうち

一人は、「厚生年金保険の被保険者記録は 53 年 11 月 30 日で終了し、

その後は会社に残り残務整理をしていたものの、給与はほとんど出ない

状況であり、会社も社会保険には未加入であった。」と供述し、うち一

人は、「53 年 11 月 30 日付けで厚生年金保険の被保険者記録が終了後

も２か月間働いた記憶があったが、老齢年金の裁定請求時には会社はそ

の期間の保険料は納付していないと思い記録確認せず手続を行った。」

と供述し、うち一人は、「53 年 11 月＊日が会社の倒産日であることを

記憶しており、その後も３か月間残ったが、会社から国民年金に加入す

るよう説明もあり、厚生年金保険は倒産した後は脱退していた。」と供

述している。 

さらに、当時、Ｂ株式会社の下請事業者が倒産による債権者会議で債

務返済計画を決議し昭和 54 年２月１日以降は債権者委員会の管理下に

置かれており、この時の委員長は、「同社の代表取締役が連帯保証人の

債務により多額の負債を抱え倒産に至り、53 年 11 月＊日は同社が倒産

した時期であり、そのころは既に資金も無く社会保険等も断念したので

はないかと記憶している。」と供述している。 

なお、下請事業者の中の１社が昭和 54 年８月１日から、Ｂ株式会社

の元社員数名が、当該下請業者の厚生年金保険の被保険者となっている

ことが、当該下請業者に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認

することができるが、申立人の記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい



  

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3593 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年３月１日から 34 年 11 月１日まで 

申立期間は厚生年金保険に加入していない期間とされているが、昭和

29 年４月１日から 52 年１月 29 日まで、Ａ株式会社に継続して勤務し

ており、厚生年金保険料も控除されていたはずである。厚生年金保険の

被保険者期間を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻（平成 21 年死亡）の妹が、申立

人の年金記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出された賃金台帳、源泉徴収票、申立人から提出され

た社史及び同僚の供述から、申立人は、申立期間に同社に勤務していたこ

とが確認できる。 

しかし、Ａ株式会社から提出された昭和 31 年７月、同年８月及び同年

９月の賃金台帳において、厚生年金保険料は控除されていなかったことが

確認できる。 

また、Ａ株式会社から提出された昭和 31 年分から 35 年分までの源泉徴

収票に記載されている社会保険料の金額と、社会保険事務所（当時）の記

録を基に計算した社会保険料の金額はおおむね一致しており、申立期間に

おいて、厚生年金保険料が控除されていたと認めることはできない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3602 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年４月から 62 年５月まで 

    社会保険庁（当時）から通知のあった年金記録によると株式会社Ａに

勤務した期間の記録が無い。同社入社時に工場長の奥様から「厚生年金

保険に加入しますか。」と聞かれ、「お願いします。」と返事をし、給

与から保険料が差し引かれていた記憶があるので厚生年金保険被保険者

記録があるはずである。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間については、同僚の供述により、期間の特定はできないものの、

申立人が、株式会社Ａに勤務していたことはうかがわれる。 

  しかしながら、申立人は、同じ業務に従事していた同僚の名前を記憶し

ていないことから、申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険被保

険者記録が確認できる５人の同僚に照会したところ、回答のあった３人の

うちの一人は「申立人が勤務していた記憶はあるが、申立人はパートとし

て勤務していた 10 人余りの女性従業員の一人であった。社会保険、経理

関係は本社で行っていたので分からない。」と供述しており、ほかの同僚

二人は「申立人に記憶は無い。パートは女性が 10 人ほど勤務していたが

厚生年金保険には加入していなかった。」と供述している。 

また、当該事業所は平成７年１月 31 日付けで厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっている上、元事業主の妻は「元事業主は病のため療養中で

記憶は定かでない。自分は、当時、経理等の事務に携わっていたが当時の

資料は保存していないため、申立人の勤務状況や厚生年金保険料の控除に

ついては不明である。社会保険関係については外部の者に依頼していた。



  

工場に何人の従業員が勤務していたかは分からない。」と回答している。 

  さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオン

ライン記録において、健康保険被保険者番号は連番で付番され欠番が無い

ことが確認できる上、申立期間に係る雇用保険被保険者記録は無い。 

このほか、申立期間について、厚生年金保険料を給与から控除されてい

たことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。     

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3603 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 32 年３月 31 日から同年８月１日まで 

② 昭和 33 年６月ころから 34 年３月ころまで 

   申立期間①について、Ａ大学を卒業後、大学での就職応募から選んで

Ｂ社に就職した。当該事業所はＣを行っている会社であった。本社はＤ

地にあり、Ｅ営業所に勤務していた。給与は現金でもらっていたが、厚

生年金保険料は給与から控除されていたので、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

申立期間②について、昭和 33 年６月入社したＦ社はＧ駅西口周辺に

あった。当該事業所はＨの販売が多かった。Ｉ系列の会社ではなく、従

業員は社長を含めて３人から５人の個人営業の事業所であった。給与は

現金払であった。厚生年金保険料が給与から控除されていたかどうかは

覚えていないが、調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立期間①について、申立人は、Ｂ社の所在地をＪ地としているが、

Ｋ商工会議所Ｌ出張所に照会するも当該所在地でＢ社を確認することが

できない。なお、当該事業所に係る商業登記簿謄本も無い。 

また、申立人は、当該事業所の事業主や同僚の氏名を覚えておらず、

当該事業所に係る申立人の勤務状況等について照会することができなか

った。 

さらに、オンライン記録により、当該事業所と類似の名称の厚生年金

適用事業所を２社確認することができるが、いずれの事業所もその所在

地はＭ地ではない上、厚生年金保険新規適用日も申立期間の後である。 



  

加えて、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２  申立期間②について、申立人は、Ｆ社の所在地をＮ地としているが、

Ｋ商工会議所Ｏ支部に照会するも当該所在地でＦ社を確認することがで

きない。なお、当該所在地で商業登記簿謄本も無い。 

また、申立人は、当該事業所の事業主や同僚の氏名を覚えておらず、

当該事業所に係る申立人の勤務状況等について照会することができなか

った。 

さらに、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

加えて、申立人は、「当該事業所は社長を含めて従業員が３人から５

人の個人事業所であり、申立期間②に係る厚生年金保険料が給与から控

除されていたかどうか覚えていない」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3604 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 46 年８月から 47 年８月まで 

② 昭和 47 年８月から 49 年７月まで 

   厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間について、

厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所（当

時）から受けた。申立期間①についてはＡ株式会社で、申立期間②につ

いてはＢ株式会社で、それぞれＣとして勤務したが、Ｂ株式会社では、

自分と仕事の内容や雇用形態が同じだった同僚に厚生年金保険の被保険

者記録がある。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立期間①については、雇用保険の記録により、申立人が、申立期間

において、Ａ株式会社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、事業主は、「当時の資料は処分しており、当時の担当

者も会社に残っていないが、当時は、個々のＤ員に社会保険に加入する

かどうか聞いた上で加入させていたため、社会保険の加入状況は、乗務

員により違っていたようだ。」と回答している。 

また、申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険に加入してい

た複数の同僚に照会するも、申立人を記憶している者はいないことから、

申立人が、事業主により、給与から厚生年金保険料を控除されていたか

どうかを確認することができない。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい



  

て、申立期間当時、連番で欠番は無く、申立人の記録は無い。 

 

２  申立期間②については、雇用保険の記録により、申立人が、申立期間

において、Ｂ株式会社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、事業主は、厚生年金保険加入に係る届出及び保険料控

除については不明と回答しており、事業主が提出した「Ｅ台帳索引」に

は、昭和 47 年５月 20 日から同年８月１日までに雇い入れたＤ員 22 人

の記載があるが、22 人のうち申立人を含む 18 人について同社における

厚生年金保険の加入記録が無い。 

また、申立人が記憶している同僚には、同社における厚生年金保険被

保険者記録があるが、当該同僚は、申立人の厚生年金保険料控除につい

ては不明と回答している。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立期間当時、連番で欠番は無く、申立人の記録は無い。 

 

３ このほか、申立期間について、各事業主により、厚生年金保険料を給

与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3605 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年７月から 40 年まで 

             ② 昭和 40 年から 42 年まで 

             ③ 昭和 42 年から 43 年まで 

             ④ 昭和 43 年から 44 年まで 

             ⑤ 昭和 59 年４月 17 日から 61 年４月まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、Ａの下請であるＢ有限会社のＣとし

て勤務していた申立期間①、②、③及び④並びにＤ株式会社にＥとし

て勤務していた申立期間⑤の厚生年金保険被保険者記録が無いので、

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①、②、③及び④について、申立人は、Ｂ有限会社に勤務し

ていたと主張するが、当該事業所の所在地及び同僚の氏名等を一切覚え

てはいないため、当該事業所を特定することはできず、また、同僚から

の供述を得ることもできない。 

    また、申立人がＢ有限会社の元請であったと供述する４社のＡは、当

該事業所について、「分からない。」又は「下請ではない。」と供述し

ており、いずれの企業からも当該事業所についての情報を得ることがで

きない。 

    さらに、申立人は、各申立期間における給与は、Ｂ有限会社から日給

制として受領していたとしており、また、申立人と同じようにＦしてい

たとする先輩の同僚から、「健康保険証は、勤務するＧの、その都道府

県において作るものなのだよ。」と言われた覚えがあるとしていること

を踏まえると、申立人が健康保険厚生年金保険適用事業所に使用される



  

被保険者に係る健康保険制度に加入していた事情はうかがえない。 

    このほか、申立人の申立期間①、②、③及び④における厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

  ２ 申立期間⑤について、当該事業所の事業主は、申立人の主張どおり、

業務による負傷のため、長期の入院を余儀なくされていたことを認めて

いるものの、「申立人とＤ株式会社とは、雇用契約ではなく請負契約を

締結していたことにより、申立人は、当該事業所の社員ではなくＨであ

った。」とし、また、「（当該）負傷は、当該事業所と掛け持ちして請

負業務を行っていた他事業所での業務中に負ったものである。」と供述

しているほか、供述を得られた同僚からは、申立人がＤ株式会社に勤務

していた旨の供述を得ることはできない。 

    また、申立人に係る厚生年金保険脱退手当金裁定請求書及び脱退手当

金受給申出書によると、申立人は、オンライン記録において確認できる

昭和 56 年 12 月 10 日から 59 年４月 17 日までのＤ株式会社に係る厚生

年金保険被保険者期間を含めた同保険の全被保険者期間を対象として、

平成 14 年９月３日に脱退手当金を請求していることが確認できること

から、申立人は、当該事業所での厚生年金保険の資格取得日及び同喪失

日については、当該届出どおりの得喪日として認識していたことが推認

できる。 

    このほか、申立人の申立期間⑤における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、すべての申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

     

 



  

埼玉厚生年金 事案 3606 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29 年７月 28 日から 30 年８月１日まで 

私は、Ａ株式会社を昭和 29 年７月 28 日に退職し、その後、Ｂ社（後

に、Ｃ株式会社）に勤務した。勤務中何回か社名は変わったが 59 年６

月 23 日まで継続してＤの業務を行ってきた。年金加入記録を社会保険

事務所（当時）で調査したら、29 年７月 28 日から 30 年８月１日まで

の期間の記録が無い。申立期間は勤務していたので、厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から判断すると、期間は特定できないが、申立人は、

Ｂ社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、同僚照会したうちの５人は、「当時は、試用期間が３か

月から１年４か月間あり、入社後すぐには社会保険には加入できなかっ

た。」と供述している上、そのうちの一人は、当時の給与明細書を所持し

ているが、社会保険料を控除されていないことから、未加入期間があった

ことが確認できる。また、当時の経理・社会保険の事務担当をしていた同

僚は、「試用期間中は社会保険に加入させなかった。」と供述している。 

さらに、Ｃ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下

「被保険者名簿」という。）の申立期間に係る健康保険番号は連番となっ

ており欠番が無い上、厚生年金保険記号番号払出簿において、同僚３人と

ともに、資格取得日が昭和 30 年８月１日と記載されており、被保険者名

簿も上記の同僚３人と共に同一記録となっている。 

加えて、当時の事業主は、当該事業所は既に閉鎖しており、当時の記録

は残っておらず、申立人の申立期間に係る社会保険の資格の取得喪失、保



  

険料の控除及び納付については不明としている上、同僚照会した 16 人の

うち、回答のあった９人のいずれもが、申立人の申立期間の厚生年金保険

料の控除については不明と回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる給与明細書等も無く、その他の関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3607 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 47 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年９月１日から 18 年９月１日まで 

    平成 17 年＊月＊日に長男を出産し、育児休業（同年６月７日から 18

年４月 27 日まで）を取得したが、社会保険事務所（当時）に相談した

ところ申立期間の標準報酬月額が 34 万円と思っていたが 32 万円であっ

た。Ａ株式会社で正社員（Ｂ）として現在も勤務しており、20 年５月

に厚生年金保険養育期間標準報酬月額特例申出書を提出し、18 年５月

１日から特例申出受理通知されているので調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間についてＡ株式会社の標準報酬月額が 34 万円では

ないかと申し立てている。 

一方、オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

が当初 34 万円と記録されていたところ、平成 18 年５月 23 日に 32 万円に

遡及
そきゅう

訂正処理されていることが確認できる。 

   しかし、当該事業所から提出された当時の厚生年金保険被保険者標準報

酬決定通知書（写し）、賃金台帳（写し）、増減内訳書、育児休業の関連

資料等により、申立人の平成 17 年算定基礎届の報酬月額に記載誤りがあ

ったために当該訂正届が提出されたことが確認できる。 

   なお、社会保険事務所では、特例申請を認めているため、オンライン記

録処理で、将来の年金が不利にならないように、平成 18 年５月から同年

８月までの４か月間は、標準報酬月額は 34 万円とする算定基礎届（32 万

円）の事務処理とは相違する特別の表示がなされている。 

   また、Ｃ組合及びＤ基金の組合員記録、加入員記録も申立期間について



  

は 32 万円であり、オンライン記録と合致している。 

   さらに、申立人が所持する平成 18 年４月の復職後の給与明細書におけ

る保険料控除額に見合う標準報酬月額もオンライン記録と合致している。                                      

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 3608 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年９月 20 日から 32 年２月まで 

    年金事務所の記録では、Ａ地のＢ株式会社（現在は、株式会社Ｃ）に

勤務していた期間が厚生年金保険に未加入となっている。次の会社に移

ったときに同社からもらった被保険者証を出した覚えがあるので、調査

して被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、株式会社Ｃは当時の資料が保存されておらず在籍が

確認できないとしているが、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿で連絡先が確認できた同僚 17 人に照会し 10 人から回答があり、

そのうち一人が申立人の名前を記憶していることから、期間の特定はでき

ないものの、申立人は同社に勤務していたと推認できる。 

しかしながら、申立人は、Ｄで、働き方は４か月働いて１か月休みの繰

り返しだったとしており、同僚からも「当時臨時雇用制度が有り、４か月

勤務して１か月休みを繰り返し、２年から３年いても採用されない人もい

たし、Ｅの間は社会保険に入れてもらえなかった。」との供述が得られた。 

また、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3609 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年４月から 32 年 10 月１日まで 

             ② 昭和 36 年４月から 37 年４月５日まで 

    昭和 30 年４月に中学校を卒業してＡ業の株式会社Ｂに就職したのに、

厚生年金保険の資格取得日が 32 年 10 月１日となっているが、納得でき

ない。また、得意先で知り合ったＣ株式会社（現在は、Ｄ株式会社）の

人に勧められて、同社Ｅ営業所に 36 年４月から勤務したのに、厚生年

金保険の資格取得日が 37 年４月５日からとなっているのも納得できな

い。申立期間を調査して被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、同僚の供述により、申立人が申立期間①の一

部期間に株式会社Ｂに勤務していたことは推認できる。  

しかしながら、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

により、申立期間①において被保険者記録がある者のうち、回答が得ら

れた同僚二人は、いずれも入社したとする日からおおむね４年後に資格

を取得していることが確認できるほか、保険料控除等について供述を得

ることができなかった。 

また、申立人は、中学校卒業後に当該事業所に住み込みで働いていた

としているところ、昭和 15 年＊月生まれの申立人が中学校を卒業する

のは 31 年３月であり、同月前の期間において同事業所に勤務していた

事情はうかがえない。 

さらに、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 



  

２ 申立期間②のＤ株式会社は、申立人が在籍していたか資料が保存され

ていないことから不明としており、申立人が申立期間②に同社に勤務し

ていたことが確認できない。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において

申立期間②について被保険者記録がある者のうち、連絡先が確認できた

同僚 19 人に照会し 13 人から回答を得られたが、申立人の申立期間②当

時の勤務状況等について確認することができなかった。 

さらに、申立人が申立期間②において厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険

料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3610 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年４月５日から 44 年１月 16 日まで 

    私は申立期間にＡ株式会社で勤務し、結婚のため退職した。社会保険

庁（当時）の記録では、申立期間については脱退手当金が支給されてい

ることになっているが、脱退手当金を請求しておらず、受給もしていな

いので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給さ

れたことを示す「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手

当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約２か月後に支給決定されているなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3613 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 42 年 10 月から 43 年６月まで 

             ② 昭和 43 年 11 月 28 日から 45 年９月 25 日ま

で 

    申立期間①は、株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に昭和 42 年 10 月

から 43 年６月まで勤務したが、この間の厚生年金保険の記録が無い。

申立期間②は、株式会社Ｃ（現在は、株式会社Ｄ）に同年 11 月 28 日か

ら 45 年９月 25 日まで勤務したが、この間の厚生年金保険の記録も無い。

両社ともＥ市の職業安定所の紹介で、Ｆとして勤務した。40 年以上も

前のことなので厚生年金保険の加入の記憶ははっきりしないが、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、Ｆとして株式会社Ａに勤務していた

と主張しているものの、当時の同僚の名前を覚えていない上、雇用保険

の加入記録も無い。 

    また、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険への加入及び保険料

が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶が無い上、当時正

社員としてＧに従事した同僚は「申立人について記憶に無い。会社は、

Ｆは厚生年金保険には加入させていなかった。」と供述している。 

さらに、当該事業主は、「申立人の申立期間①に係る関係書類は保存

期間が経過し破棄されているため、厚生年金保険に関する記録は確認で

きない。」としている。 

加えて、申立人の申立期間①に係る当該事業所の健康保険厚生年金保

険被保険者原票 562 人の中に申立人の氏名は見当たらなかった。 



  

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

   

２ 申立期間②について、申立人が株式会社Ｃに勤務していたことは、同

社が提出したＨ組合（現在は、Ｉ組合）の確認印のある「健康保険被保

険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」、「健康保険資格喪失確

認通知書」及び雇用保険の加入記録により認められる。 

  しかし、同僚は、「私はＪとして入社した。Ｊは健康保険には加入し

たが、厚生年金保険には加入していなかった。Ｋ期には田舎に戻ってＬ

を手伝った。ある時、田舎に帰る気持ちがないのなら社員になるよう会

社から勧められ、社員になり厚生年金保険に加入した。」と供述してい

るところ、当該同僚の株式会社Ｃに係る厚生年金保険の被保険者資格取

得日は、入社日（健康保険の資格取得日）から２年以上経過しているこ

とがオンライン記録から確認できる。 

  また、Ｈ組合は、当時の届出書の様式は健康保険組合の単独様式であ

り、被保険者証の番号は健康保険組合で付番したものと思われ、当時の

書類は保存期間経過のため確認できないと回答している。 

  加えて、申立人の申立期間②に係る当該事業所の健康保険厚生年金保

険被保険者原票 225 人の中に申立人の氏名は見当たらない上、申立期間

②の一部期間については、雇用保険の加入記録が無い。 

  このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

   



  

埼玉厚生年金 事案 3614 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住        所 ： 

  

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 43 年６月 30 日から同年 12 月１日まで                

    株式会社Ａに昭和 43 年３月５日から 46 年３月 31 日まで継続して勤

務したが、43 年６月 30 日から同年 12 月１日までの期間の厚生年金保

険の被保険者記録が無い。申立期間は厚生年金保険料を事業主により給

料から控除されていたと思うので、厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び複数の同僚の供述により、申立人が、株式会社Ａに勤務して

いたことがうかがわれる。 

しかしながら、適用事業所名簿によると、株式会社Ａは、昭和 43 年６

月 30 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、また、所

在地変更後の同年 12 月１日に再び適用事業所になっていることから、申

立期間当時は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

また、株式会社Ａは既に解散し、当時の社長及び専務（親子）は死亡し

ており、供述を得ることができない。 

なお、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同事業所は、昭和

43 年６月 30 日に適用事業所に該当しなくなった際、当時の事業主を加え

て５人の社員全員の健康保険証を同年７月３日に社会保険事務所（当時）

に返納していることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3615 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者資格喪失日に係る記

録訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    平成 21 年７月 21 日現在の被保険者記録照会回答票によると、Ａ株式

会社における厚生年金保険の被保険者期間が 11 か月となっている。同

社には 12 年４月 10 日から退職した 13 年３月 31 日まで勤務しており、

保存していた同社の給与明細書では 12 年４月分から 13 年４月分まで

厚生年金保険料が 13 回にわたり控除されている。したがって、資格喪

失日は 13 年４月１日となるべきなので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出したＡ株式会社の給与明細書により、平成 12 年４月分か

ら 13 年４月分までの給与から、標準報酬月額 28 万円に相当する厚生年金

保険料が事業主により控除されていることが確認でき、同社では、当該給

与明細書は同社が作成したものであると認めている。 

   しかし、申立人が提出した雇用保険被保険者離職票における申立人の離

職日は、平成 13 年３月 30 日であることが確認できるとともに、雇用保険

の記録とも一致しており、離職日の翌日が厚生年金保険の資格喪失日であ

ることから事務上の誤りは無いと認められる。 

   また、申立人の国民健康保険の加入歴について、Ｂ市に照会したところ、

申立人の資格取得日は平成 13 年３月 31 日であることが確認できる。 

   さらに、申立人は、申立期間当時の勤務場所であった株式会社ＣのＤ支

店Ｅ営業所において、退職した平成 13 年３月 31 日の終業時間まで通常ど

おりに勤務し、退職後も事務引継ぎ等で出社したと主張しているが、同営

業所の定休日は土曜日及び日曜日の２日間となっており、同年３月 31 日



  

は土曜日の定休日に当たっていることから、同年３月 30 日を退職日とし

たと考えられるとともに、同僚からの供述においても同年３月 31 日に勤

務していたとする具体的な供述を得ることはできなかった。 

   加えて、Ａ株式会社では、申立人の人事記録、厚生年金保険の資格得喪

届等に係る資料が保存されていないため、申立人の退職日を確認すること

はできない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録訂正を認

めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3616 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和９年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 45 年６月１日から 47 年７月１日まで 

             ② 昭和 47 年 10 月 26 日から 48 年３月 24 日ま

で 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、

Ａ株式会社に勤務していた昭和 45 年６月１日から 48 年３月 24 日まで

の被保険者記録は確認できないが、同期間のうち、47 年７月１日から

同年 10 月 26 日までＢ株式会社において被保険者記録があるとの回答を

もらった。しかし、勤務した期間と被保険者期間が相違しているので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、昭和 45 年６月１日から 48 年３月 23 日までＡ株式会社に

勤務していたとしているところ、被保険者記録照会回答票において、47

年７月１日から同年 10 月 26 日まで類似名称のＢ株式会社における申立

人に係る厚生年金保険の被保険者期間が確認できるが、同社は、事業所

の所在地を管轄する登記所において商業登記の確認ができないものの、

事業所所在地及び事業主名は、申立人が勤務していたとするＡ株式会社

と同一である上、申立人が記憶しているＡ株式会社の複数の同僚の氏名

もＢ株式会社の事業所別被保険者名簿に記載されている。また、同名簿

の事業所所在地には、当時、Ａ株式会社の商業登記がされており、申立

人は、同社の取締役であったことが商業登記簿謄本の記録から確認でき

ることから、オンラインに記録されているＢ株式会社は、申立人が勤務

していたとする申立事業所のＡ株式会社と同一の事業所であると認めら

れる。 



  

 

２ 申立期間①について、雇用保険被保険者記録により、申立人は、昭和

47 年４月１日から同年 10 月 26 日までＡ株式会社に勤務していたこと

は認められる。 

しかしながら、オンライン記録及びＢ株式会社に係る事業所別被保険

者名簿により、同社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立人

が被保険者資格を取得した日と同日の昭和 47 年７月１日であり、申立

期間①は厚生年金保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、当該事業所別被保険者名簿には、申立人の厚生年金保険被保険

者資格の取得日は昭和 47 年７月１日と記載されていることが確認でき、

オンライン記録と一致しているほか、同僚についても同日に資格を取得

していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ 申立期間②について、Ａ株式会社は既に解散している上、当時の事業

主及び申立人が記憶している同僚等の連絡先も不明のため、申立人の申

立期間②に係る勤務の実態や厚生年金保険の届出及び保険料の控除等を

確認することができない。    

また、当該事業所の事業所別被保険者名簿には、申立人の厚生年金保

険被保険者資格の喪失日は昭和 47 年 10 月 26 日と記載されていること

が確認でき、オンライン記録と一致している。 

さらに、雇用保険の加入記録では、申立人のＡ株式会社における離職

日は、昭和 47 年 10 月 26 日となっており、オンライン記録とほぼ一致

している。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3617 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年４月 25 日から 60 年 10 月 30 日ま

で 

             ② 平成５年 10 月ころから８年 11 月ころまで 

 株式会社Ａに昭和 59 年４月１日から勤務し厚生年金保険料も給与か

ら控除されていたのに、厚生年金保険被保険者期間が同年４月の１か月

しかないのはおかしい。また、株式会社Ｂに平成５年 10 月ころから勤

務し給与から厚生年金保険料も控除されていたはずなのに厚生年金保険

被保険者期間の記録が無いのはおかしい。申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、元同僚の供述により、期間は特定できないが、

申立人が株式会社Ａで勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人の株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保

険者原票において、昭和 59 年４月１日に資格を取得し同月 25 日に喪失

し健康保険証の返納を同年４月 27 日に行っていることが確認できる。 

また、事業主から提出された賃金台帳及び雇用保険被保険者資格喪失

確認通知書により、申立人がオンライン記録と同じく昭和 59 年４月 25

日に資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、株式会社Ａの当時の総務担当者は、申立人に社会保険の手続

を行うことを説明し、昭和 59 年４月に取得手続を行ったところ、同月

下旬に退職したと同担当者の前任者が引継ぎを受けたと供述している。 

加えて、株式会社Ａが加入しているＣ基金の厚生年金基金加入員台帳

により、申立人は、昭和 59 年４月 15 日に資格を喪失していることが確



  

認できる。 

 

２ 申立期間②について、複数の元同僚の供述により、期間の特定はでき

ないものの、申立人が株式会社Ｂで勤務していたことはうかがえる。 

  また、複数の元同僚は、申立人の業務内容はＤだったと供述している。 

しかしながら、当時の事業主へ照会したが回答は無く、申立人との雇

用関係の有無及び厚生年金保険料の控除について確認することができな

い上、当該期間の雇用保険被保険者資格取得の記録も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間について、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料が無い。 

加えて、申立人は、Ｅ組合に平成４年４月１日から 15 年８月１日ま

で加入し、８年 11 月１日に申立期間以降の有限会社Ｆの被保険者とし

て健康保険適用除外の手続を行っていることが確認できるが、株式会社

Ｂの当時の事業主が健康保険適用除外の手続を行ったことは確認できな

い。 

 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると

申立人が厚年年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3619 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 
１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ： 

 
２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年６月から 26 年８月まで 

    昭和 24 年６月ころから 26 年８月ころまで、Ａ交差点の角にあったＢ

の２階のＣで働いていた。当時、Ｄ所に所属して厚生年金保険に加入し

ていたと思うので、Ｃに勤務していた期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、Ｂに勤務していた複数の従業員が、同館の２階にＣがあ

ったと供述し、申立人の記憶と一致していることから、期間の特定はでき

ないものの、申立人は、Ｂの２階のＣに勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立期間におけるＢに係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において申立人の被保険者記録は確認できず、また、同名簿では、

申立期間当時、申立人が同事業所で一緒に働いていたと記憶している同僚

の被保険者記録も確認できない。 

また、Ｅからは、Ｆに勤務したＧの記録（Ｄ所の記録）に、申立期間当

時、申立人の勤務記録は確認できないとの回答があった。 

さらに、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）では、申立人の申立期間

における当該事業所に係る厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3622 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生  年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 昭和 34 年 10 月１日から 35 年９月４日まで 

  私は高校を卒業し、Ａ株式会社に就職したが、両親からＢと説得され

Ｃ組合に臨時職員として転職をした。その後、Ｄ局のＥ試験に合格し、

３か月間の教習を受講し、昭和 35 年 12 月＊日のＦの開業日に正規職員

として採用され、以後平成 12 年４月に定年退職するまで勤務した。先

日、ねんきん定期便をみて、当該組合の期間における記録が無いことが

分かった。このＣ組合に勤務したことは間違いなく、在職証明もあるの

で、記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出したＣ組合の組合長名による在職証明書から、申立人が、

昭和 34 年 10 月１日から 35 年９月４日まで当該事業所のＧ係に臨時職員

として勤務していたことが確認できる。 

 しかし、事業所の事業所別被保険者名簿によるとＣ組合の厚生年金保険

の新規適用年月日は、昭和 35 年 12 月１日であり、同日前において同事業

所の適用事業所としての記録は確認できない。 

   また、事業所の事業所別被保険者名簿において資格取得日が昭和 35 年

12 月１日付けの記録のある 33 人のうちから 10 人に同僚照会したところ、

回答のあった８人のうち３人は、「35 年 12 月１日はＣ組合の厚生年金保

険新規適用日であった。それ以前は、保険料を控除されていなかった。」

と供述している。 

   さらに、Ｃ組合は、平成元年３月末にＨに統合され、22 年４月にはＩ

に改称になり、申立人の申立期間に係る資料は保管されていない。 



  

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることができない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3623 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生  年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年 12 月ころから 59 年３月ころまで 

           ② 昭和 59 年４月ころから 61 年３月ころまで 

  私は、昭和 58 年２月＊日に結婚をし、夫の仕事の関係でＡ町のアパ

ートに引っ越した。その年の暮れからＢ地付近のＣ店で３か月ほど事務

の仕事をした。その後、アパート近くにあった有限会社Ｄに勤めた。そ

の会社は株式会社Ｅ（現在は、Ｆ株式会社）のＧの仕事をしており、子

どもが生まれる１か月前までの２年近く働いたことを覚えている。先日、

ねんきん定期便が届き、記録に空白期間があることを知って驚いたが、

良く思い出してみると、上記２社の記録が全く無いことが分かった。こ

の２社の記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①について申立人は、Ｂ地付近にあった「Ｃ店」に勤め、そ

の店舗はＨをしていたと申し立てているが、同店を出店していた株式会

社Ｉは、昭和 58 年ころ、Ｊ地に一番近い店舗はＫ区のＬ店であり、営

業形態もＭ形式だったと回答しており、申立人の申立内容とは相違して

いる。 

  また、株式会社Ｉは、申立期間①当時の資料は残されておらず、当時

の状況は不明と前置きをしつつも、現在の厚生年金保険の加入条件につ

いて、現在は社員は入社と同時に厚生年金保険に加入させているが、ア

ルバイトは１か月の勤務時間が 130 時間以上に達した月が３か月続いた

後に、本人の希望があれば加入させているとしている上、申立人もヒア

リングの中で、「Ｃ店に勤務した期間は研修期間で正社員になっていな

かったのかもしれない。」と供述している。 



  

  さらに、申立人は、同僚の名前を記憶しておらず、申立期間①に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記録が無く、健康保険証番号に欠

番も無い。 

加えて、照会できた同僚も、申立人の名前を聞いたことが無いと供述

している。 

 

 ２ 申立期間②については、申立人が、有限会社Ｄは、当時、株式会社Ｅ

のＧをしていたと申し立てているところ、現在のＦ株式会社から、昭和

60 年ころＮ社にＧの仕事を発注していたとの回答があり、かつ、同社

が記録していたＮ社の当時の電話番号（現在は使われていない。）の局

番が、申立人が勤務したとする有限会社Ｄの住所地と一致することから、

申立人が当該事業所に勤務していたことがうかがえる。 

  しかし、オンライン記録において、Ｏ県内には法人、個人を問わず

「Ｎ社」の名称の事業所は４事業所確認できたものの、いずれも申立人

が主張する事業所の住所地とは一致しない上、申立人の記憶している同

僚７人の名字をこれら４事業所に係る職歴審査照会回答票〔個人情報〕

により照合しても、「Ｐ」という名字の者が一人１事業所で合致したも

のの、勤務期間記録が申立人の勤務期間と重ならないため、申立人が記

憶する同僚とは別人と考えられ、事業所の特定及び同僚照会を行うこと

ができなかった。なお、有限会社Ｄの商業登記簿謄本は無い。   

  また、申立人は、「申立期間②当時、健康保険は夫の扶養になってお

り、仕事は収入が夫の健康保険の扶養の範囲内になるようにしていた。

その調整は事業主が行っていた。」と供述するなど、申立人が事業主に

より給与から厚生年金保険料を控除されていた事情はうかがえない。 

 

 ３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

各事業主により給与から控除されていたと認めることができない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3626 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年８月から 33 年６月 20 日まで 

昭和 31 年８月から 35 年１月までＡ有限会社でＢとして勤務していた

が、社会保険事務所（当時）の記録では、厚生年金保険の被保険者期間

が 33 年６月 20 日からとなっており、それ以前の記録が無い。申立期間

も被保険者であったと思うので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、入社時期は特定できないものの、申立人は、申

立期間当時、Ａ有限会社に勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、同僚照会において回答があった５人の同僚は、いずれも、

入社後１年から２年間余は厚生年金保険に加入できなかったと供述してお

り、そのうちの一人は、「昭和 29 年から４年ほどＡ有限会社に勤務した。

同社では本人の能力により正社員となる時期に違いがあり、自分は早い方

だったと思うが、それでも約２年間は正社員にはなれず、厚生年金に加入

できなかった。私が退職した 33 年４月ころには、申立人は、まだ正社員

になっていなかったと思う。」と述べているほか、申立人が記憶している

同僚６人のうち、二人については、申立期間に隣接する期間においてＡ有

限会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿で氏名が確認できないことか

ら、同社では、当時、従業員を採用後、相当期間経過してから厚生年金保

険に加入させていたものと考えられる。 

また、Ａ有限会社は既に廃業し、当時の事業主も他界しており、申立人

の申立期間における厚生年金保険加入状況及び保険料控除を確認する資料、

情報を得ることができない。 

さらに、申立期間における厚生年金保険料の控除については、申立人に



  

具体的な記憶が無く、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3627 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ： 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 18 年４月１日から 19 年１月 31 日まで 

                          ② 昭和 19 年５月１日から同年 10 月１日まで 

    申立期間①は株式会社ＡのＢ支店で勤務し、申立期間②はＣ株式会社

Ｄ工場で勤務していたのに、厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

において保険料が控除されていたので、被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、株式会社ＡのＢ支店に係る健康保

険労働者年金保険被保険者名簿により、同支店に勤務していたことが認

められる。 

しかしながら、申立期間①は、労働者年金保険法により、同法の被保

険者は、工場労働者など現業労働者の男性のみで、女性は対象外とされ

ている。 

また、当該事業所に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿の申立

人の被保険者欄に労働者年金保険記号番号の記載は確認できない。 

さらに、当時の同僚４人を抽出して被保険者記録を調査したところ、

全員が申立期間①は労働者年金保険の被保険者でなかったことが確認で

きる。 

   

２ 申立期間②については、申立人は、Ｃ株式会社Ｄ工場に係る健康保険

労働者年金保険被保険者名簿により、同工場に勤務していたことが認め

られる。 

しかしながら、申立期間②のうち、昭和 19 年５月は、労働者年金保

険法により、同法の被保険者は、工場労働者など現業労働者の男性のみ



  

で、女性は対象外とされている。 

また、申立期間②のうち、昭和 19 年６月１日から同年９月 30 日まで

の期間は、厚生年金保険法が施行されるまでの準備期間とされており、

被保険者期間として算入される期間は厚生年金保険料の徴収が行われた

同年 10 月１日からとなっている。 

さらに、当時の同僚４人を抽出して被保険者記録を調査したところ、

全員が申立期間②は労働者年金保険及び厚生年金保険の被保険者でなか

ったことが確認できる。 

   

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3630 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年１月ころから同年 12 月ころまで 

平成 16 年１月ころから同年 12 月ころまでＡ株式会社Ｂ工場に勤務し

ていたが、社会保険事務所（当時）で確認したところ、厚生年金保険被

保険者であった期間が空白となっていた。申立期間について、厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ａ株式会社において厚生年金保険被保険

者であったとしているが、申立人から提出された給与明細書によると、申

立人が申立期間における厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていないことが確認できる。 

また、事業主は、申立人の申立期間における厚生年金保険料について給

料から控除していなかったと供述している上、事業主から提出のあった賃

金台帳によると、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていなかっ

たことが確認できる。 

さらに、Ｃ市から提出された資料によると、申立人は、申立期間におい

て、Ｃ市の国民健康保険に加入していたことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 



  

埼玉厚生年金 事案 3633 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月 21 日から 47 年 12 月 23 日まで 

    有限会社Ａ（現在は、Ｂ株式会社）のＣ地とＤ地の営業所で、昭和

45 年３月５日から 48 年１月 29 日まで継続して勤務（Ｅ業務）してい

たのに、社会保険庁（当時）の記録によれば、46 年４月 21 日に資格喪

失し、47 年 12 月 23 日に再び資格取得となっている。 

 申立期間も継続して勤務しており、納得できないので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の複数の同僚の供述により、申立人は、申立期間に有限会社Ａに

勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、昭和 45 年３月５日に取得し、46 年４月 21 日に喪失し

た被保険者期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、健康保険

証の返納年月日が 46 年６月 15 日となっており、申立人の資格喪失後に健

康保険証が返納されたことが確認できる。 

また、申立人が申立期間前の昭和 46 年４月 21 日に資格を喪失した際の

標準報酬月額は６万円であるのに対し、申立期間後の 47 年 12 月 23 日に

別の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で資格を再取得した際の標準報酬

月額は５万 6,000 円と減額されている。 

さらに、事業主は、申立人に係る資料等を保存していないため当時の状

況について不明と回答しており、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の

資料も無い上、同僚からも申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料等を入手できなかったため、申立期間におけ



  

る厚生年金保険料の控除について確認できない。 

加えて、当該事業所における申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険

者原票は、別の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で２つあり、両原票に

おける申立人の被保険者資格の取得日及び喪失日はオンライン記録と一致

しており、整理番号は連番となっていて欠番は無い。 

なお、申立人の雇用保険の記録は、昭和 45 年３月５日から始まり申立

期間も含め 48 年１月 28 日まで継続した記録があるものの、当該記録とは

別に、47 年 12 月 23 日から 48 年１月 28 日までの別番号による記録が存

在し、後者の記録は、オンライン記録上、申立人が当該事業所で厚生年金

保険被保険者資格を 47 年 12 月 23 日に再取得した後の期間と一致してい

ることから、申立期間を含む前者の記録が申立人の雇用保険の適正な記録

であるとは断定できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


